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第１章 調査の概要 
 

第１節 調査の目的  

本調査は、平成 30 年度の広島県内における産業廃棄物の発生、処理状況等の実態を把握

するとともに、これら産業廃棄物の将来予測を行うことによって、「廃棄物の処理及び清

掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）」第５条の５に定める廃棄物処理計画

の策定に必要な基礎資料を得ることを目的とする。  

 

第２節 調査に関する基本的事項  

１．調査対象期間  

平成 30 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までの 1 年間 

２．調査対象廃棄物  

調査対象廃棄物は、廃棄物処理法及び同法施行令に規定する産業廃棄物（特別管理

産業廃棄物を含む）とし、表１－２－１に示す分類に区分した。なお、これら産業廃

棄物のうち、汚泥、廃油、廃プラスチック類、がれき類については、廃棄物の性状に

応じて細区分し、分類が困難な廃棄物（感染性産業廃棄物、混合廃棄物、シュレッダ

ーダスト等）については、「その他産業廃棄物」として捉えた。  

 

表１－２－１ 調査対象廃棄物（その１） 

産業廃棄物の分類  （ ）内は、細区分。 

①燃え殻 
②汚泥（有機性汚泥、無機性汚泥） 
③廃油（一般廃油、廃溶剤、固形油、油でい、油付着物類） 
④廃酸 
⑤廃アルカリ 
⑥廃プラスチック類（廃プラスチック、廃タイヤ） 
⑦紙くず 
⑧木くず 
⑨繊維くず 
⑩動植物性残さ 
⑪動物系固形不要物 
⑫ゴムくず 
⑬金属くず 
⑭ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず 

［注：本報告書では「ガラス・ｺﾝｸﾘｰﾄ・陶磁器くず」と略した］ 

⑮鉱さい 
⑯がれき類（コンクリート片、廃アスファルト、その他） 
⑰ばいじん 
⑱動物のふん尿 
⑲動物の死体 
⑳産業廃棄物を処分するために処理したもの [注：本報告書では、「ｺﾝｸﾘｰﾄ固形物」と略した] 

 

※上記の種類に分類できない廃棄物等は「その他産業廃棄物」とした。 
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 表１－２－１ 調査対象廃棄物（その２） 

特別管理産業廃棄物の分類 

①廃油（揮発油類、灯油類、軽油類） 

②廃酸（ｐＨが 2.0 以下の廃酸） 

③廃アルカリ（ｐＨが 12.5 以上の廃アルカリ） 

④感染性廃棄物 

⑤廃石綿等 

⑥特定有害廃棄物（廃石綿等を除く） 

 

また、調査に当たって、有償物・副産物、発生時の廃棄物の種類等については、下

記に示す取扱いをした。  

 

（１）法令上は廃棄物とされていないもの、いわゆる有償物（事業場内等で生じたもの

であって、中間処理されることなく、他者に有償で売却したもの及び他者に有償で

売却できるものを自己利用したもの）については、今後の社会情勢等の変化によっ

ては産業廃棄物となる可能性があるため、調査対象とした。  

（２）紙くず、木くず（木製パレット、パレットへの貨物の積付けのために使用したこ

ん包の木材を除く）、繊維くず、動植物性残さ、動物系固形不要物、動物のふん尿、

動物の死体は、廃棄物処理法で産業廃棄物となる業種が指定されており、指定され

た業種以外で生じた上記廃棄物については、事業系一般廃棄物となるため、原則と

して調査対象から除外した。  

（３）下水道または公共用水域へ直接放流することを目的として事業場内で、酸性また

はアルカリ性を呈する廃水を中和処理（一般の廃水処理）している場合は、中和処

理後に生じた沈でん物（汚泥）を発生時の産業廃棄物として捉え、中和処理前の酸

性またはアルカリ性廃水は、調査対象から除外した。  

（４）事業場内で産業廃棄物を焼却処理した後に生じる燃え殻、ばいじんについては、

焼却処理前の産業廃棄物の種類（発生時の種類）で捉えた。  

（５）汚泥については、中間処理（脱水）前の量を発生量として捉えた。  

 

 

３．調査対象業種  

調査対象業種は、「日本標準産業分類（総務省）」の業種区分を基本とし、表１－２

－２に示す業種を調査対象とした。  

また、調査対象業種の名称については、本報告書では略称で統一し表記した。  

なお、統計表については、巻末の統計資料に示すとおりである。（農業は資料調査で

実施しているため、巻末の統計資料には掲載せず、参考資料１に掲載している。）  
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表１－２－２ 調査対象業種 
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４．調査対象区域  

調査対象区域は、広島県全域とした。なお、本調査では産業廃棄物の発生等の地域

特性を把握するため、県内を表１－２－３に示す８地域に区分した。  

 

表１－２－３ 調査対象地域区分表（令和元年６月現在） 

地 域 名 市 町 村 名 

広島地域 広島市、府中町、海田町、熊野町、坂町 

広島西地域 大竹市、廿日市市 

呉地域 呉市、江田島市 

芸北地域 安芸高田市、安芸太田町、北広島町 

広島中央地域 竹原市、東広島市、大崎上島町 

尾三地域 三原市、尾道市、世羅町 

福山・府中地域 福山市、府中市、神石高原町 

備北地域 三次市、庄原市 

 

 
図１－２－１ 調査対象地域区分  
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５．発生・排出及び処理状況  

調査の集計・推計結果は、図１－２－２に示す発生・排出及び処理状況の流れ図に

とりまとめた。  

なお、この流れ図に用いた各項目の定義については、表１－２－４に示すとおりで

ある。  

 

図１－２－２ 発生・排出及び処理状況の流れ図 

 

 (A)         (B)      (S)

(E1)  (R)

　　　(G1)

(C)           (D)      (E)           (I)

     (F)   　 (H)        (J)

   

        (G)
            

       (K)

Ｇ１：自己未処理自己再生利用量
Ｇ２：自己最終処分量
Ｇ３：委託中間処理量
Ｇ４：委託直接最終処分量
Ｇ５：その他量

        (L)      (M)       (M1)

   (N) 　　　 (M2)

(T)         (O)         (P)      (Q)

発生量 有償物量

排出量
自己中間
処理量

自己中間
処理後量

自己減量
化量

自己中間
処理後再
生利用量

再生利用
量

搬出量

委託中間
処理後再
生利用量

委託中間
処理後最
終処分量

自己最終
処分量

その他量

委託処理
量

自己未処
理量

減量化量
委託直接
最終処分
量

委託減量
化量

最終処分
量

資源化量

委託中間
処理量

委託中間
処理後量

委託最終
処分量

自己未処理自己
再生利用量
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表１－２－４ 発生・排出及び処理状況の流れ図に関する用語の定義 

 項  目 定        義 

(A)発生量 事業場内等で生じた産業廃棄物量及び有償物量 

(B)有償物量 

発生量のうち、中間処理されることなく、他者に有償で

売却した量（他者に有償で売却できるものを自己利用し

た場合を含む） 

(C)排出量   発生量のうち、有償物量を除いた量 

(D)自己中間処理量 
排出量のうち、排出事業者自らが中間処理した廃棄物量

で処理前の量 

(G)自己未処理量 排出量のうち、自己中間処理されなかった量 

(G1)自己未処理自己再生利用量 
自己未処理量のうち、他者に有償売却できないものを自

ら利用した量 

(G2)自己未処理自己最終処分量 
自己最終処分量のうち、自己未処理で自己最終処分した

量 

(G3)自己未処理委託中間処理量 
委託中間処理量のうち、自己未処理で委託中間処理した

量 

(G4)自己未処理委託直接最終処分量 
委託直接最終処分量のうち、自己未処理で委託直接最終

処分された量 

(G5)自己未処理その他量 その他量のうち、自己未処理のその他量 

(E)自己中間処理後量 自己で中間処理した後の廃棄物量 

(E1)自己中間処理後再生利用量 
自己中間処理後量のうち、自ら利用し、または他者に有

償で売却した量 

(F)自己減量化量 自己中間処理量から自己中間処理後量を差し引いた量 

(H)搬出量 自己最終処分量、その他量及び委託処理量の合計 

(I)自己最終処分量 自己の埋立地に処分した量 

(J)その他量 事業場内等に保管されている量等 

(K)委託処理量 中間処理及び最終処分を他者に委託した量 

(L)委託中間処理量 委託処理量のうち、処理業者等で中間処理された量 

(M)委託中間処理後量 委託中間処理された後の廃棄物量 

(M1)委託中間処理後再生利用量 
委託中間処理後量のうち、処理業者等で自ら利用しまた

は他者に有償で売却した量 

(M2)委託中間処理後最終処分量 委託中間処理後量のうち、最終処分された量 

(N)委託減量化量 委託中間処理量から委託中間処理後量を差し引いた量 

(O)委託直接最終処分量 
委託処理量のうち、処理業者等で中間処理されることな

く最終処分された量 

(P)委託最終処分量 処理業者等で最終処分された量 

(Q)最終処分量 排出事業者と処理業者等の最終処分量の合計 

(R)再生利用量 排出事業者または処理業者等で再生利用された量 

(S)資源化量 有償物量と再生利用量の合計 

(T)減量化量 
排出事業者または処理者等の中間処理により減量され

た量 
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第３節 調査の方法  

１．調査方法の概要  

本調査は、郵送によるアンケート調査と県保有の既存資料に基づく資料調査等をベー

スとしており、アンケート調査によって得られた産業廃棄物の発生及び処理状況に関す

る内容（集計値）と産業廃棄物の発生量に関連した指標（活動量指標：従業者数、製造

品出荷額等）を基に、県内における産業廃棄物の発生量等の推計を行うものである。 

なお、調査にあたっては、発生事業場（業種）の特性等を勘案し、表１－３－１に示

す調査方法を基本とした。  

 

表１－３－１ 調査方法の概要 

業種 
調査方法 

備考 
全数調査 標本調査 資料調査 

農業   ○ 
動物のふん尿、動物の死体、農業用廃

プラスチック類を調査対象廃棄物と

し、既存資料を用いて調査を行う。 

林業  ○   

漁業  ○   

鉱業  ○   

建設業  ○   

製造業  ○   

電気･水道業 ○   

関係部局の名簿等を基に、火力発電

所、ガス製造所、浄水場、下水処理場

を全数抽出し、すべての施設から回答

を得ることを原則とする。 

このため、活動量指標を用いた原単位

による推計は行わず、アンケートで集

計した発生量及び処理状況の実績量を

そのまま用いる。 

情報通信業  ○   

運輸業  ○   

卸･小売業  ○   

医療・福祉  ○   

学習支援業  ○   

サービス業  ○   

注 1)全数調査とは、産業廃棄物の発生量及び処理状況の実態をより正確に把握するため、特定

の業種あるいは事業所等を調査対象として全数を抽出・回収し、その発生量及び処理状況

の実績量を把握する方法。 

注 2)標本調査とは、標本調査対象業種に分類される事業所から一部の調査事業所を抽出し、抽

出された排出事業所からのアンケート調査に基づいて産業廃棄物の実態を把握する方法。 

注 3)資料調査とは、関係部局等が調査した発生原単位等の資料を用いて発生量等の実績量を把

握する方法。 
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２．標本調査について  

（１）標本抽出方法 

標本の抽出に当たっては、産業廃棄物関連データ（平成 30 年度実績：多量排出事業

者の産業廃棄物処理実施状況報告書等）をもとに、業種別、種類別に産業廃棄物の排

出量の多い事業所（寄与率が高い）を選定し、事業所母集団データベースから該当事

業所を、表１－３－２に示す抽出方法により有意に抽出した。  

 

表１－３－２ 標本抽出方法 

業種 標本抽出方法等 

林業、漁業、鉱業 

事業所母集団データベースに登録された事業所から抽出 

 従業員数 20 人以上全数抽出 

従業員数 10～19 人 無作為抽出（抽出率 75％） 

従業員数 5～9 人  無作為抽出（抽出率 50％）  

建設業 

事業所母集団データベースに登録された事業所から抽出 

 従業員数 30 人以上全数抽出 

従業員数 20～29 人 無作為抽出（抽出率 75％） 

従業員数 10～19 人 無作為抽出（抽出率 50％） 

 県外に本社を有する大手企業（ゼネコン）については有意抽出 

製造業 

事業所母集団データベースに登録された事業所から抽出 

 従業員数 30 人以上全数抽出 

従業員数 20～29 人 無作為抽出（抽出率 50％以上） 

従業員数 10～19 人 無作為抽出（抽出率 25％以上） 

電気・水道業 
既存資料から、火力発電所、ガス製造所、浄水場、下水処理場 

を全数抽出 

情報通信業 
事業所母集団データベースに登録された事業所から抽出 

 従業員数 30 人以上全数抽出 

従業員数 20～29 人 無作為抽出（抽出率 10％以上） 

運輸業 

卸・小売業（卸売業、

百貨店・スーパー） 

卸・小売業（小売業） 

事業所母集団データベースに登録された事業所から抽出 

従業員数 30 人以上全数抽出 

従業員数 20～29 人 無作為抽出（抽出率 50％） 

従業員数 10～19 人 無作為抽出（抽出率 25％） 

医療・福祉 

既存資料から、病院、公共関係の保健所を全数抽出 

事業所母集団データベースに登録された事業所から、従業者 30 人以

上の一般診療所を全数抽出 

学習支援業 事業所母集団データベースに登録された事業所を全数抽出 

サービス業 

事業所母集団データベースに登録された事業所から抽出 

自然科学研究所、計量証明業は営業所を除き全数抽出 

写真業、洗濯業、自動車整備業は以下のとおり抽出 

従業員数 30 人以上全数抽出 

従業員数 20～29 人 無作為抽出（抽出率 50％） 

従業員数 10～19 人 無作為抽出（抽出率 25％） 
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（２）アンケート調査項目 

調査票の項目や形式は、業種による産業廃棄物の発生及び処理・処分状況等の特性

を考慮し、①林業、漁業、鉱業、製造業、電気・水道業、情報通信業、運輸業、卸・

小売業、学習支援業、サービス業、②建設業、③医療・福祉の３種類とした。なお、

調査票の項目及び形式は、巻末の参考資料に示すとおりである。  

 

 

（３）発生原単位の算出と調査対象全体の発生量の推計方法 

１）発生原単位の算出 

発生原単位とは、単位活動量指標当たりの産業廃棄物発生量を示すものであり、

アンケート調査によって得られた標本の業種別、種類別の集計産業廃棄物量と、業

種別の集計活動量指標から、図１－３－１に示す A 式によって算出する。ただし、

製造業等で同業種内で他事業所に比べて多量に産業廃棄物を発生する事業所につい

ては、発生原単位の算出には含めない。  

 

２）調査対象全体の発生量の推計方法 

推計においては、１）で算出された発生原単位と、業種別の調査対象全体（母集

団）における調査当該年度の活動量指標を用いて、図１－３－１に示すＢ式によっ

て産業廃棄物の発生量を推計することを基本とし、処分業者による処分実績報告の

内容を加味した。  

 

①発生原単位の算出 

Ａ式 α＝Ｗ／Ｏ   α：産業廃棄物の発生原単位 

             Ｗ：標本に基づく集計産業廃棄物発生量 

（多量排出事業者を除く） 

            Ｏ：標本に基づく集計活動量指標 

（多量排出事業者を除く） 

 

②調査対象全体の発生量の推計方法 

Ｂ式 Ｗ’=α×Ｏ’＋Ｚ  Ｗ’：調査当該年度の推計産業廃棄物発生量 

               Ｏ’：調査当該年度の母集団の活動量指標 

（多量排出事業者を除く） 

               Ｚ：多量排出事業者の集計産業廃棄物発生量 

 

図１－３－１ 発生原単位と発生量の推計方法 
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３）活動量指標 

 母集団（県全体）の推計に用いた活動量指標は、次のとおりである。 

 

表１－３－３ 業種別の活動量指標 

業種 活動量指標 出典 

林業 

従業者数 事業所母集団データベース（総務省統計局） 漁業 

鉱業 

建設業 元請完成工事高 
建設工事施工統計調査報告（国土交通省総合

政策局） 

製造業 製造品出荷額等 事業所母集団データベース（総務省統計局） 

情報通信業 

従業者数 事業所母集団データベース（総務省統計局） 運輸業 

卸・小売業 

医療・福祉 

（病院） 
病床数 

医療施設調査病院報告書：厚生労働省統計情

報部 

学習支援業 
従業者数 事業所母集団データベース（総務省統計局） 

サービス業 

 
。   
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第４節 調査結果の利用上の留意事項  

  本調査結果を利用する際の留意事項については、以下のとおりである。  

１．産業廃棄物の種類の区分について 

本報告書では、産業廃棄物の種類を次に示す３段階で設定し、表記している。 

 

 

 

 

 

 

 

中間処理により廃棄物の種類が変化する場合（例：木くず→（焼却）→燃え殻）が

ある。この場合において、中間処理後の変化した廃棄物の種類で記載した場合を（種

類別：変換）とし、本報告書においては、特に断らない限りは「変換」の数値で記載

している。 

なお、解析等の都合上、中間処理後も廃棄物の種類を変化させずに集計した場合（例：

発生時の種類のまま；木くず→（焼却）→木くず）は、図表中に（種類別：無変換）

と記載した。 

 

２．委託中間処理後の残さ量について  

   委託中間処理後の残さ量については、産業廃棄物の種類ごとに「産業廃棄物排出・

処理実態調査指針」に準じた委託中間処理方法による残さ率から電算処理を行い算出

した。  

 

３．建設業の地域別発生量について  

  建設業における地域別の産業廃棄物の発生量については、アンケートで得られた工

事現場ごとの発生量を基に、県全体の推計値を按分することにより算出した。 

 

４．単位と数値に関する処理  

（１）単位に関する表示 

本報告書の調査結果表においては、すべて１年間の量であることを明らかにする

ため、図表の単位は「千 t／年」「ｔ／年」で表示しているが、文章中においては、

原則として「千トン」「トン」で記述している。  

 

 

１段階 発生時点の種類 

２段階 

排出事業場で中間処理され、変化した処理後の種類 

 例１；木くず→（焼却）→［燃え殻］ 

 例２；廃酸 →（中和）→［汚泥］ 
注）１段階時点の種類と事業場の中間処理方法を用いて推定した。 

３段階 
委託中間処理により、変化した処理後の種類 
注）２段階時点の種類と委託中間処理方法を用いて推定した。 
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（２）報告書における数値の処理 

本文に記載されている千トン表示及び構成比（％）の数値は、四捨五入の関係で

合計と個々の数値の計とが一致しないものがある。  

なお、本文の図表及び別冊統計資料の「空欄」は該当値がないものを示し、「０」

は単位未満のものを示す。  

 

 

第５節 標本抽出・回収結果  

広島県内に所在する総事業所数 104,087 件（平成 29 年次事業所母集団データベース）

から、産業廃棄物の発生が見込まれる業種を中心に調査対象事業所（母集団）36,172 件

を設定した。 

このうち、業種の特性、規模別の特性等を考慮して、業種別、従業者規模別の抽出率

を基に 7,062 件（抽出率 19.5％）を抽出し、アンケート調査を実施した。 

回収された調査票は、4,194 件（回収率 61.0％）で、このうち廃業・休業、建設業の

元請工事がないなどの活動量指標値の記入のない調査票等を除いた有効調査票は 3,715

件となっている。 

標本の抽出及び回収結果は、表１－５－１に示すとおりである。 
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表１－５－１ 標本抽出・回収結果 

 

  

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M)
調査対
象事業
所数

抽出事
業所数

抽出率
回収事
業所数

宛先不
明等

回収率
有効調
査票数

集計活動量
指標

母集団の活
動量指標

指標カ
バー率

集計廃棄物
量

推計廃棄物
量

指標カ
バー率

(B)÷(A) (D)/(B-E) (H)/(I) (千ｔ） (千ｔ） (K)/(L)

合計 36,172 7,062 19.5% 4,194 183 61.0% 3,715 - - - 12,280 13,639 90.0%

林業 95 71 74.7% 56 6 86.2% 52 1,126 1,263 89.2% 0 0 89.2%

漁業 99 62 62.6% 19 1 31.1% 19 356 1,233 28.9% 0 0 29.4%

鉱業 19 15 78.9% 8 0 53.3% 6 71 153 46.4% 0 0 46.4%

建設業 11,440 1,626 14.2% 998 49 63.3% 912 84,311 122,120 69.0% 1,099 1,849 59.4%

製造業 10,297 3,142 30.5% 1,746 72 56.9% 1,514 673,062 988,358 68.1% 8,534 9,100 93.8%

食料品 1,096 434 39.6% 217 8 50.9% 187 35,100 60,567 58.0% 122 164 74.4%

飲料・飼料 131 51 38.9% 31 1 62.0% 29 3,029 4,720 64.2% 15 23 64.2%

繊維 948 200 21.1% 91 7 47.2% 89 9,100 12,056 75.5% 17 22 75.5%

木材 380 95 25.0% 54 1 57.4% 43 9,228 12,754 72.4% 145 200 72.8%

家具 543 82 15.1% 46 2 57.5% 41 1,470 5,535 26.6% 2 5 37.0%

パルプ・紙 177 69 39.0% 33 1 48.5% 29 8,149 10,354 78.7% 405 514 78.7%

印刷 511 139 27.2% 76 3 55.9% 65 3,025 8,695 34.8% 7 20 34.8%

化学 149 73 49.0% 47 2 66.2% 39 26,702 41,213 64.8% 266 301 88.2%

石油・石炭 44 25 56.8% 21 0 84.0% 17 570 1,157 49.3% 7 8 87.1%

プラスチック 398 165 41.5% 98 5 61.3% 87 30,042 50,862 59.1% 57 69 83.4%

ゴム 105 62 59.0% 42 1 68.9% 37 6,649 10,077 66.0% 6 9 66.0%

皮革 16 15 93.8% 4 1 28.6% 2 3 343 1.0% 0 0 -

窯業・土石 349 113 32.4% 80 3 72.7% 74 6,976 12,528 55.7% 97 109 89.6%

鉄鋼 331 116 35.0% 65 1 56.5% 53 111,694 138,272 80.8% 7,128 7,262 98.2%

非鉄金属 107 49 45.8% 31 1 64.6% 23 18,170 30,744 59.1% 11 16 68.2%

金属 1,330 350 26.3% 197 1 56.4% 164 17,497 26,326 66.5% 35 53 66.5%

はん用機器 422 123 29.1% 69 2 57.0% 62 13,941 39,324 35.5% 10 23 42.2%

生産用機器 1,064 298 28.0% 187 6 64.0% 163 80,759 89,739 90.0% 24 37 66.0%

業務用機器 120 39 32.5% 28 4 80.0% 26 6,548 7,550 86.7% 7 7 90.9%

電子部品 71 36 50.7% 22 1 62.9% 19 7,117 37,416 19.0% 10 40 25.1%

電気機器 368 133 36.1% 70 6 55.1% 62 16,716 25,375 65.9% 5 8 65.9%

情報通信機器 22 14 63.6% 4 3 36.4% 3 1,162 1,268 91.7% 0 0 91.7%

輸送機器 962 350 36.4% 181 11 53.4% 161 257,581 355,255 72.5% 157 207 76.0%

その他 653 111 17.0% 52 1 47.3% 39 1,831 6,229 29.4% 1 2 29.4%

電気・水道業 179 179 100.0% 142 5 81.6% 142 - - - 2,609 2,609 100.0%

電気業 49 49 100.0% 24 5 54.5% 24 - - - 411 411 100.0%

ガス業 16 16 100.0% 12 0 75.0% 12 - - - 0 0 100.0%

上水道業 43 43 100.0% 42 0 97.7% 42 - - - 146 146 100.0%

工業用水道業 5 5 100.0% 5 0 100.0% 5 - - - 16 16 100.0%

下水道業 66 66 100.0% 59 0 89.4% 59 - - - 2,036 2,036 100.0%

情報通信業 164 50 30.5% 27 1 55.1% 21 3,505 6,029 58.1% 0 0 53.7%

運輸業 2,580 446 17.3% 250 14 57.9% 222 27,167 60,442 44.9% 6 11 51.7%

卸・小売業 8,190 545 6.7% 301 16 56.9% 257 22,200 78,263 28.4% 7 28 23.3%

学習支援業 62 62 100.0% 54 1 88.5% 35 5,402 12,985 41.6% 1 1 77.8%

医療・福祉 410 410 100.0% 327 3 80.3% 306 - - - 12 18 67.7%

サービス業 2,637 454 17.2% 266 15 60.6% 229 7,520 18,992 39.6% 12 20 59.9%
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第２章 調査結果の概要 
 

 平成 30 年度の広島県内における産業廃棄物の発生・排出及び処理状況は、以下のとおり

である。 

 

第１節 調査結果の概要  

平成 30 年度の１年間に広島県で発生した産業廃棄物の量は 14,692 千トンであり、有償

物量の 6,160 千トンを除いた排出量は 8,531 千トンとなっている。  

排出量のうち、脱水や焼却など中間処理された量は 7,188 千トン(発生量の 48.9％)、中

間処理を経ず直接再生利用された量は 1,142 千トン(7.8％)、直接最終処分された量は 201

千トン(1.4％)等となっている。一方、中間処理による減量化量は 3,512 千トン(23.9％)

で、再生利用量は 4,675 千トン(31.8％)、最終処分量は 344 千トン(2.3％)となっている。 

なお、事業場内での保管等のその他量は、未処理及び中間処理後を合わせて 1 千トンと

なっている。 

 

 

 
図２－１－１ 発生・排出及び処理の状況 

 

 

 

 

 

 

（単位：千ｔ/年）

発生量 有償物量 資源化量
14,692 6,160 10,835

<100.0%> <41.9%> <73.8%>

直接再生利用量 再生利用量
1,142 4,675
<7.8%> <31.8%>

中間処理量 残さ量
7,188 3,676

<48.9%> <25.0%>
排出量
8,531 減量化量

<58.1%> 3,512
<23.9%> 143

<1.0%>

直接最終処分量 最終処分量
201 344

<1.4%> その他量 <2.3%>
1

<0.0%>

注1）＜＞は発生量に対する割合を示す。
注2）図中の数値は、四捨五入の関係で収支が合わない場合がある。

中間処理後
最終処分量
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第２節 発生・排出状況 

１．種類別の発生・排出状況 

種類別の発生・排出状況は、図２－２－１

～３に示すとおりである。 

発生量（14,692 千トン）を種類別にみると、

鉱さいが 6,527 千トン(発生量の 44.4％）で最

も多く、次いで、汚泥が 3,530 千トン(24.0％)、

がれき類が 1,344 千トン（9.1％）、動物のふん

尿が 1,051 千トン（7.2％）、ばいじんが 798 千

トン（5.4％）等となっており、この５種類で

発生量の 90.1％を占めている。 

排出量（8,531 千トン）を種類別にみると、

汚泥が 3,482 千トン(排出量の 40.8％）で最も

多 く 、次いで、がれき類が 1,337 千トン

（15.7％）、動物のふん尿が 1,051 千トン

（12.3％）、ばいじんが 798 千トン（9.4％）、

鉱さいが 668 千トン(7.8％)等となっており、

この５種類で発生量の 86.0％を占めている。 

 

 

 

  

図２－２－３ 種類別の排出量、排出量  

項目 合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃

アルカリ
廃プラス
チック類

紙くず 木くず 繊維くず
動植物性

残さ

動物系
固形

不要物
ゴムくず 金属くず

ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ･陶磁

器くず
鉱さい がれき類 ばいじん

動物の
ふん尿

動物の
死体

その他産
業廃棄物

14,692 38 3,530 101 61 26 198 27 455 4 40 2 0 278 172 6,527 1,344 798 1,051 3 38

(100.0%) (0.3%) (24.0%) (0.7%) (0.4%) (0.2%) (1.3%) (0.2%) (3.1%) (0.0%) (0.3%) (0.0%) (0.0%) (1.9%) (1.2%) (44.4%) (9.1%) (5.4%) (7.2%) (0.0%) (0.3%)
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２．業種別の発生・排出状況 

業種別の発生・排出状況は、図２－２－４

～６に示すとおりである。 

発生量（14,692 千トン）を業種別にみると、

製造業が 9,100 千トン(発生量の 61.9％）で最

も多く、次いで、電気・水道業が 2,609 千トン

(17.8％)、建設業が 1,849 千トン（12.6％）、

農業・林業が 1,053 千トン（7.2％）等となっ

ており、この４業種で発生量の 99.5％を占め

ている。 

排出量（8,531 千トン）を業種別にみると、

製造業が 3,007 千トン(排出量の 35.2％）で最

も多く、次いで、電気・水道業が 2,561 千トン

(30.0％)、建設業が 1,837 千トン（21.5％）、

農業・林業が 1,053 千トン（12.3％）等となっ

ており、この４業種で発生量の 99.1％を占め

ている。 

 

 

 

  

 
図２－２－６ 業種別の排出量、排出量  

項目 合計 農業・林業 漁業 鉱業 建設業 製造業 電気・水道業 情報通信業 運輸業 卸・小売業 学習支援業 医療・福祉 サービス業
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図 ２ － ２ － ５  業 種 別 の 排 出 量 
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３．地域別の発生・排出状況 

地域別の発生・排出状況は、図２－２－７

～９に示すとおりである。 

 発生量（14,692 千トン）を地域別にみると、

福山・府中地域が 6,604 千トン (発生量の

44.9％）で最も多く、次いで、広島地域が 2,602

千 ト ン (17.7 ％ ) 、 呉 地 域 が 2,295 千 ト ン

（15.6％）、広島西地域が 828 千トン（5.6％）、

広島中央地域が 776 千トン（5.3％）、尾三地域

が 729 千トン（5.0％）、備北地域が 577 千トン

（3.9％）、芸北地域が 281 千トン（1.9％）とな

っている。 

排出量（8,531 千トン）を地域別にみると、広

島地域が 2,464 千トン(発生量の 28.9％）で最

も 多 く 、 次 い で 、 呉 地 域 が 1,727 千 ト ン

(20.2％ )、福山・府中地域が 1,272 千トン

（14.9％）、広島西地域が 807 千トン（9.5％）、

広島中央地域が 721 千トン（8.4％）、尾三地域

が 699 千トン（8.2％）、備北地域が 570 千トン

（6.7％）、芸北地域が 272 千トン（3.2％）とな

っている。 

 

 
図２－２－６ 地域別の排出量、排出量  
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図 ２ － ２ － ８  地 域 別 の 排 出 量 
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第３節 処理状況  

１．処理状況の概要 

産業廃棄物の発生・排出から処理の流れは、図２－３－１に示すとおりである。平成 30

年度の処理状況をみると、発生量 14,692 千トンのうち、有償物量は 6,160 千トン（41.9％）、

排出量は 8,531 千トン（58.1％）、資源化量は 10,835 千トン（73.8％）となっている。 

また、中間処理による減量化量は 3,512 千トン(23.9％)、最終処分量は 344 千トン

（2.3％）、保管等のその他量は１千トン（0.0％）となっている。 

 

 

図２－３－１ 発生・排出及び処理状況の流れ図 
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排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量等の構成比を種類別、業種別、地域

別にみると、図２－３－２～図２－３－３に示すとおりである。 

 

図２－３－２ 種類別の発生量に対する資源化量、減量化量、最終処分量の構成比 

 

 

図２－３－３ 業種別の発生量に対する資源化量、減量化量、最終処分量の構成比 
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注1）図表中の廃棄物の種類は、排出量に対する処理の割合を示すために、中間処理により種類が変わった場合であっても、発生時の種類で捉えている。【種類別：無変換】
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２．自己中間処理状況 

 自己中間処理量は 4,189 千トンとなってお

り、発生量の 28.6％を占めている。 

 自己中間処理量を種類別にみると、図２－

３－４に示すとおり、汚泥が 3,212 千トン（自

己中間処理量の 76.7％）で最も多く、次いで

鉱さいが 533 千トン（12.7％）、木くずが 201

千トン（4.8％）、ばいじんが 139 千トン

（3.3％）等となっている。また、排出量に対

する自己中間処理量の割合（自己中間処理

率）及び自己中間処理量に対する自己減量

化量の割合（自己減量化率）は図２－３－

５に示すとおりである。 

 自己中間処理率が高い種類は汚泥（92.2％）、鉱さい（79.7％）等となっている。自己減

量化率が高い種類では、廃アルカリ（94.6％）、汚泥（93.4％）、木くず（90.1％）等とな

っている。 

 

  

図２－３－５ 種類別の自己中間処理率、自己減量化率 
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図２－３－４  種類別の自己中間処理量 
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３．委託処理状況 

 委託処理量は、図２－３－６～７に示すと

おりである。委託処理量は 3,574 トンとなっ

ており、発生量の 24.3％を占めている。 

 種類別にみると、がれき類が 1,297 千トン

（委託処理量の 36.3％）で最も多く、次い

で、ばいじんが 637 千トン（17.8％）、汚泥

が 412 千トン（11.5％）、鉱さいが 267 千ト

ン（7.5％）、木くずが 254 千トン（7.1％）、

廃プラスチック類が 172 千トン（4.8％）等

となっている。 

 また、委託処理量 3,574 千トンのうち、

委託直接最終処分量は 222 千トン（6.2％）、

委託中間処理量は 3,352 千トン（93.8％）となっている。 

 

 

 

図２－３－７ 種類別の委託処理量の内訳 
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４．資源化、再生利用状況 

（１）資源化状況 

 資源化状況は、図２－３－８～９

に示すとおりである。資源化量は

10,835 千トンとなっており、発生量

の 73.8％となっている。 

 種類別にみると、鉱さいが 6,452

千トン（資源化量の 59.5％）で最も

多く、次いで、がれき類が 1,212 千

トン（11.2％）、動物のふん尿が

1,051 千トン（9.7％）、ばいじんが

781 千トン（7.2％）等となっている。 

   

 

 

図２－３－９ 種類別の再生利用量 

 

 なお、用途別にみた資源化状況は、表２－３－１、図２－３－10 に示すとおりであり、

再生骨材・再生路盤材が 4,504 千トン（資源化量の 41.6％）で最も多く、次いで、セメン

ト原材料が 3,417 千トン（31.5％）、肥料・飼料が 1,707 千トン（15.8％）等となってい

る。 

 

 

 

合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃

アルカリ
廃プラス
チック類

紙くず 木くず 繊維くず
動植物性

残さ

動物系
固形

不要物
ゴムくず 金属くず

ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ･陶磁

器くず
鉱さい がれき類 ばいじん

動物の
ふん尿

動物の
死体

その他産
業廃棄物

10,835 45 393 32 32 1 127 23 251 3 16 2 0 273 126 6,452 1,212 781 1,051 2 12

有償化物量 6,160 48 3 4 10 11 5 1 7 204 1 5,858 7 0 1

再生利用量 4,675 45 345 30 28 1 117 12 246 2 9 2 0 69 125 594 1,206 781 1,051 2 11

項目

資源化量

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

(単位：千ｔ/年） 有償化物量 再生利用量

図 ２ － ３ － ８  種 類 別 の 資 源 化 量 

鉱さい

6,452 
(59.5%)がれき類

1,212 
(11.2%)

動物の

ふん尿
1,051 
(9.7%)

ばいじん

781 
(7.2%)

汚泥

393 
(3.6%)

金属くず

273 
(2.5%) その他

673 
(6.2%)

資源化量
10,835
千ｔ/年
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表２－３－１ 用途別に見た資源化状況 

 

 

図２－３－10 用途別資源化量 

  

（単位：千ｔ/年）

　　　　　　　　　　　　　用途

種類

合
計

ｾ
ﾒ
ﾝ
ﾄ
原
材
料

土
木
・
建
設
資
材

再
生
骨
材
・
再
生

路
盤
材

肥
料
・
飼
料

鉄
鋼
原
料

燃
料

パ
ル
プ
・
紙
原
材

料

非
鉄
金
属
等
原
材

料

土
壌
改
良
材

そ
の
他

10,835 3,417 364 4,504 1,707 236 203 32 24 222 126
(100.0%) (31.5%) (3.4%) (41.6%) (15.8%) (2.2%) (1.9%) (0.3%) (0.2%) (2.0%) (1.2%)

燃え殻 45 34 1 4 2 3 0 0 0 0
汚泥 393 108 47 28 127 0 19 0 59 6
廃油 32 5 0 0 0 0 22 5
廃酸 32 3 29 0 0 0
廃 アルカリ 1 0 0 0 0 0 0 0
廃プラスチック類 127 56 3 1 0 9 36 0 0 0 23
紙くず 23 6 0 0 1 16 0 0
木くず 251 2 43 2 51 0 115 15 0 6 16
繊維くず 3 1 0 1 0 0 0
動植物性残さ 16 13 1 1
動物系 固形 不要物 2 2
ゴムくず 0 0
金属くず 273 0 29 1 219 2 0 19 3
ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸﾘｰﾄ･陶磁器くず 126 3 33 84 0 0 1 0 1 4
鉱さい 6,452 2,414 40 3,371 432 0 1 155 40
がれき類 1,212 6 167 1,011 1 0 0 2 25
ばいじん 781 777 1 3 0
動物の ふん尿 1,051 1,051
動物の 死体 2 2
その他産業廃棄物 12 1 0 3 3 1 1 0 1 0 1

合計

再生骨材・再

生路盤材
4,504 

(41.6%)

ｾﾒﾝﾄ原材料

3,417 
(31.5%)

肥料・飼料

1,707 
(15.8%)

土木・建設資

材
364 

(3.4%)

鉄鋼原料
236 

(2.2%)

土壌改良材

222 
(2.0%)

その他

386 
(3.6%)

資源化量
10,835
千ｔ/年
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（２）再生利用状況 

 資源化量のうち有償物量を除く再生

利用量は 4,675 千トンであり、発生量

の 31.8％を占めている。 

再生利用量を種類別にみると、図２

－３－11 に示すとおりであり、がれき

類 が 1,206 千トン （再生利用 量の

25.8％）で最も多く、次いで、動物のふ

ん尿が 1,051 千トン（22.5％）、ばい

じんが 781 千トン（16.7％）、鉱さい

が 594 千トン（12.7％）等となってい

る。 

   

 

 

 

 

  

図 ２ － ３ － 1 1  種 類 別 の 資 源 化 量 

がれき類

1,206 
(25.8%)

動物の

ふん尿
1,051 

(22.5%)

ばいじん

781 
(16.7%)

鉱さい

594 
(12.7%)

汚泥
345 

(7.4%)

木くず

246 
(5.3%)

その他

453 
(9.7%)

再生利用量
4,675

千ｔ/年
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５．最終処分状況 

 最終処分量は、図２－３－12～13 に示すとお

りである。最終処分量は 344 千トンとなってお

り、発生量の 2.3％となっている。 

 種類別にみると、がれき類が 131 千トン（最

終処分量の 38.1％）で最も多く、次いで、ｶﾞﾗｽ・

ｺﾝｸﾘｰﾄ陶磁器くずが 45 千トン（13.1％）、鉱さ

いが 45 千トン（13.0％）、廃プラスチック類が

32 千トン（9.3％）等となっている。 

 また、処分主体別にみると、処理業者による

最終処分量が 342 千トン（99.3％）、排出事業

者による自己最終処分量が 2 千トン（0.7％）、

自治体による最終処分量が 127 トン（0.0％）となっている。 

   

 

 

図２－３－13 種類別の最終処分量 

 

 

 

 

 

 

 

  

合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃

アルカリ
廃プラス
チック類

紙くず 木くず 繊維くず
動植物性

残さ

動物系
固形

不要物
ゴムくず 金属くず

ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ･陶磁

器くず
鉱さい がれき類 ばいじん

動物の
ふん尿

動物の
死体

その他産
業廃棄物

344 26 20 32 1 5 0 0 4 45 45 131 21 1 13

排出事業者 2 1 1 0 0 0 0 1 0

処理業者 342 25 19 32 1 5 0 0 4 45 45 131 21 13

自治体 0 0 0 0 0

項目

最終処分量

0

20

40

60

80

100

120

140
(単位：千ｔ/年） 排出事業者 処理業者 自治体

図 ２ － ３ － 1 2  種 類 別 の 最 終 処 分 量 

がれき類

131 
(38.1%)

ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ･陶磁器くず
45 

(13.1%)

鉱さい

45 
(13.0%)

廃プラスチック

類
32 

(9.3%)

燃え殻
26 

(7.5%)

ばいじん

21 
(6.2%)

汚泥

20 
(5.8%)

その他

24 
(7.0%)

最終処分量
344

千ｔ/年
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第４節 業種別調査結果  

発生量の多い農業・林業、建設業、製造業、電気・水道業と、その他の業種（漁業、鉱

業、情報通信業、運輸業、卸・小売業、医療・福祉、学習支援業、サービス業）に関する

処理・処分状況は、次のとおりである。 

 

１．農業・林業 

 農業・林業からの発生量は 1,053 千トン

で、県全体の 7.2％を占めている。 

 発生量を種類別にみると、図２－４－１

に示すとおり、動物のふん尿が 1,051 千ト

ン（農業・林業の発生量の 99.7％）で最も

多 く 、次 いで 、動 物の死 体が３ 千トン

（0.2％）、廃プラスチック類が 230 トン

（0.0％）等となっている。 

 なお、発生から処理・処分の流れは、図２

－４－２に示すとおりである。 

 

 

 

図２－４－２ 農業・林業の発生から処理までの流れ 

 

 

（単位：千ｔ/年）

発生量 有償物量 資源化量
1,053 0 1,052

<100.0%> <0.0%> <99.9%>

直接再生利用量 再生利用量
1,051 1,052

<99.7%> <99.9%>

中間処理量 残さ量
2 2

<0.2%> <0.2%>
排出量
1,053 減量化量

<100.0%> 0
<0.0%> 0

<0.0%>

直接最終処分量 最終処分量
1 1

<0.1%> その他量 <0.1%>
0

<0.0%>

注1）＜＞は発生量に対する割合を示す。
注2）図中の数値は、四捨五入の関係で収支が合わない場合がある。

中間処理後
最終処分量

図２－４－１  種類別の発生量＜農業＞ 

動物の

ふん尿
1,051 

(99.7%)

動物の

死体
3 

(0.2%)

廃プラスチック

類
0 

(0.0%)

発生量
1,053

千ｔ/年
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２．建設業 

 建設業からの発生量は 1,849 千トンで、

県全体の 12.6％を占めている。 

 発生量を種類別にみると、図２－４－３

に示すとおり、がれき類が 1,308 千トン（建

設業の発生量の 70.7％）で最も多く、次い

で、木くずが 232 千トン（12.6％）、汚泥が

147 千トン（8.0％）等となっている。 

 なお、発生から処理・処分の流れは、図２

－４－４に示すとおりである。 

 

 

 

図２－４－４ 建設業の発生から処理までの流れ 

  

（単位：千ｔ/年）

発生量 有償物量 資源化量
1,849 12 1,652

<100.0%> <0.7%> <89.3%>

直接再生利用量 再生利用量
6 1,639

<0.3%> <88.7%>

中間処理量 残さ量
1,750 1,701

<94.6%> <92.0%>
排出量
1,837 減量化量

<99.3%> 49
<2.6%> 67

<3.6%>

直接最終処分量 最終処分量
81 149

<4.4%> その他量 <8.0%>
0

<0.0%>

注1）＜＞は発生量に対する割合を示す。
注2）図中の数値は、四捨五入の関係で収支が合わない場合がある。

中間処理後
最終処分量

図２－４－３ 種類別の発生量＜建設業＞ 

がれき類

1,308 
(70.7%)

木くず

232 
(12.6%)

汚泥

147 
(8.0%)

ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸﾘｰﾄ･

陶磁器くず
59 

(3.2%)

その他

103 
(5.6%)

発生量
1,849

千ｔ/年
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３．製造業 

 製造業からの発生量は 9,100 千トンで、

県全体の 61.9％を占めている。 

 発生量を種類別にみると、図２－４－５

に示すとおり、鉱さいが 6,521 千トン（製

造業の発生量の 71.7％）で最も多く、次い

で、汚泥が 1,123 千トン（12.3％）、ばい

じんが 462 千トン（5.1％）等となってい

る。 

 なお、発生から処理・処分の流れは、図

２－４－６に示すとおりである。 

 

 

 

図２－４－６ 製造業の発生から処理までの流れ 

 

  

（単位：千ｔ/年）

発生量 有償物量 資源化量
9,100 6,094 7,591

<100.0%> <67.0%> <83.4%>

直接再生利用量 再生利用量
16 1,497

<0.2%> <16.5%>

中間処理量 残さ量
2,879 1,543

<31.6%> <17.0%>
排出量
3,007 減量化量

<33.0%> 1,336
<14.7%> 61

<0.7%>

直接最終処分量 最終処分量
112 173

<1.2%> その他量 <1.9%>
1

<0.0%>

注1）＜＞は発生量に対する割合を示す。
注2）図中の数値は、四捨五入の関係で収支が合わない場合がある。

中間処理後
最終処分量

図２－４－５ 種類別の発生量＜製造業＞ 

鉱さい

6,521 
(71.7%)

汚泥

1,123 
(12.3%)

ばいじん

462 
(5.1%)

金属くず

236 
(2.6%)

木くず

220 
(2.4%)

その他

538 
(5.9%)

発生量
9,100

千ｔ/年
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４．電気・水道業 

 電気・水道業からの発生量は 2,609 千ト

ンで、県全体の 17.8％を占めている。 

 発生量を種類別にみると、図２－４－７

に示すとおり、汚泥が 2,249 千トン（電気・

水道業の発生量の 86.2％）で最も多く、次

いで、ばいじんが 336 千トン（12.9％）、

燃え殻が 13 千トン（0.5％）等となってい

る。 

 なお、発生から処理・処分の流れは、図２

－４－８に示すとおりである。 

 

 

 

図２－４－８ 電気・水道業の発生から処理までの流れ 

 

  

（単位：千ｔ/年）

発生量 有償物量 資源化量
2,609 48 502

<100.0%> <1.8%> <19.2%>

直接再生利用量 再生利用量
70 454

<2.7%> <17.4%>

中間処理量 残さ量
2,485 388

<95.2%> <14.9%>
排出量
2,561 減量化量

<98.2%> 2,097
<80.4%> 3

<0.1%>

直接最終処分量 最終処分量
6 9

<0.2%> その他量 <0.4%>
0

<0.0%>

注1）＜＞は発生量に対する割合を示す。
注2）図中の数値は、四捨五入の関係で収支が合わない場合がある。

中間処理後
最終処分量

図 ２ － ４ － ７  種 類 別 の 発 生 量 

＜電気・水道業＞ 

汚泥

2,249 
(86.2%)

ばいじん

336 
(12.9%)

燃え殻

13 
(0.5%)

その他

11 
(0.4%)

発生量
2,609

千ｔ/年
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５．その他の業種 

 その他の業種からの発生量は 80 千トン

で、県全体の 0.5％を占めている。 

 発生量を種類別にみると、図２－４－９

に示すとおり、その他産業廃棄物※が 19 千

トン（その他の業種の発生量の 23.9％）で

最も多く、次いで、廃プラスチック類が 17

千トン（21.9％）、金属くずが 14 千トン

（17.1％）等となっている。 

 なお、発生から処理・処分の流れは、図

２－４－10 に示すとおりである。 

※その他産業物廃棄物の内訳：感染性廃 

 棄物 13 千トン、混合物等 9 千トン 

 

 

 

図２－４－10 その他の業種の発生から処理までの流れ 

 

 

 

 

 

（単位：千ｔ/年）

発生量 有償物量 資源化量
80 7 38

<100.0%> <8.3%> <47.9%>

直接再生利用量 再生利用量
0 32

<0.0%> <39.6%>

中間処理量 残さ量
72 43

<90.6%> <54.1%>
排出量

73 減量化量
<91.7%> 29

<36.5%> 12
<14.5%>

直接最終処分量 最終処分量
1 12

<1.1%> その他量 <15.6%>
0

<0.0%>

注1）＜＞は発生量に対する割合を示す。
注2）図中の数値は、四捨五入の関係で収支が合わない場合がある。

中間処理後
最終処分量

図 ２ － ４ － ９  種 類 別 の 発 生 量 

＜その他の業種＞ 

その他産業廃

棄物
19 
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廃プラスチック

類
17 

(21.9%)
金属くず

14 
(17.1%)

汚泥

10 
(13.0%)

廃油

8 
(10.3%)

木くず

3 
(3.8%)

その他

8 
(10.1%)

発生量
80千ｔ/年
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第５節 特別管理産業廃棄物  

前節までは、特別管理産業廃棄物を含む産業廃棄物全体の状況をみてきたが、ここでは、

特別管理産業廃棄物(単位：ｔ／年)について、その発生及び処理・処分状況をまとめる。 

 

１．発生・排出状況 

 特別管理産業廃棄物の発生・排出状況は、図２－５－１～４に示すとおりである。発生

量(66,978 トン)を種類別にみると、廃酸が 29,004 トン(43.3％)で最も多く、次いで、感

染性廃棄物が 13,268 トン（19.8％）、廃アルカリが 10,916 トン(16.3％) 、廃油が 7,115

トン(10.6％) 、特定有害廃棄物が 5,805 トン(8.7％)、廃石綿等が 870 トン(1.3％)とな

っている。また、業種別にみると、製造業が 40,839 トン(61.0％)で最も多く、次いで、医

療・福祉が 13,270 トン(19.8％)、電気・水道業が 10,252 トン(15.3％)等となっている。 

  

図 ２ － ５ － １  種 類 別 の 発 生 量 

＜特別管理産業廃棄物＞ 

図 ２ － ５ － ２  業 種 別 の 発 生 量 

＜特別管理産業廃棄物＞ 

廃酸

29,004 
(43.3%)

感染性廃棄物

13,268 
(19.8%)

廃アルカリ

10,916 
(16.3%)

廃油

7,115 
(10.6%)

特定有害廃棄

物（廃石綿等を
除く）

5,805 
(8.7%)

廃石綿等
870 

(1.3%)

発生量
66,978
ｔ/年 製造業

40,839 
(61.0%)

医療・福祉

13,270 
(19.8%)

電気・水道業

10,252 
(15.3%)

その他

2,617 
(3.9%)

発生量
66,978
ｔ/年
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図２－５－３ 種類別の特別管理産業廃棄物の発生量、排出量 

 

 

図２－５－４ 業種別の特別管理産業廃棄物の発生量、排出量 

 
  

項目 合計 廃油 廃酸 廃アルカリ 感染性廃棄物 廃石綿等
特定有害廃棄物
（廃石綿等を除く）

66,978 7,115 29,004 10,916 13,268 870 5,805

(100.0%) (10.6%) (43.3%) (16.3%) (19.8%) (1.3%) (8.7%)

65,789 5,926 29,004 10,916 13,268 870 5,805

(100.0%) (9.0%) (44.1%) (16.6%) (20.2%) (1.3%) (8.8%)

発生量

排出量

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
(単位：ｔ/年）

発生量
排出量

項目 合計 農業・林業 漁業 鉱業 建設業 製造業
電気・水道

業
情報通信業 運輸業 卸・小売業 学習支援業 医療・福祉 サービス業

66,978 0 0 0 950 40,839 10,252 1 5 522 55 13,270 1,084

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (1.4%) (61.0%) (15.3%) (0.0%) (0.0%) (0.8%) (0.1%) (19.8%) (1.6%)

65,789 0 0 0 950 39,650 10,252 1 5 522 55 13,270 1,084

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (1.4%) (60.3%) (15.6%) (0.0%) (0.0%) (0.8%) (0.1%) (20.2%) (1.6%)
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２．処理・処分状況 

 特別管理産業廃棄物の発生・排出状況は、図２－５－５に示すとおりである。なお、特

別管理産業廃棄物のうち、感染性廃棄物についての処理・処分状況は図２－５－６に示す

とおりである。 

 

図２－５－５ 特別管理産業廃棄物の発生及び処理・処分の状況 

 

 
図２－５－６ 感染性廃棄物の発生及び処理・処分の状況  

（単位：ｔ/年）

発生量 有償物量 資源化量
66,978 1,189 30,029

<100.0%> <1.8%> <44.8%>

直接再生利用量 再生利用量
0 28,840

<0.0%> <43.1%>

中間処理量 残さ量
65,101 31,551
<97.2%> <47.1%>

排出量
65,789 減量化量
<98.2%> 33,550

<50.1%> 2,711
<4.0%>

直接最終処分量 最終処分量
688 3,399

<1.0%> その他量 <5.1%>
0

<0.0%>

注1）＜＞は発生量に対する割合を示す。
注2）図中の数値は、四捨五入の関係で収支が合わない場合がある。

中間処理後
最終処分量

（単位：ｔ/年）

発生量 有償物量 資源化量
13,268 0 1,259

<100.0%> <0.0%> <9.5%>

直接再生利用量 再生利用量
0 1,259

<0.0%> <9.5%>

中間処理量 残さ量
13,268 2,503

<100.0%> <18.9%>
排出量
13,268 減量化量

<100.0%> 10,765
<81.1%> 1,244

<9.4%>

直接最終処分量 最終処分量
0 1,244

<0.0%> その他量 <9.4%>
0

<0.0%>

注1）＜＞は発生量に対する割合を示す。
注2）図中の数値は、四捨五入の関係で収支が合わない場合がある。

中間処理後
最終処分量
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第６節 産業廃棄物の移動状況  

１．産業廃棄物の搬出状況 

産業廃棄物の発生量 14,692 千トンのうち、処理・処分を目的として事業場から搬出さ

れた産業廃棄物量(以下、搬出量という。)は、3,576 千トンとなっている。この産業廃棄

物の移動状況については、表２－６－１、図２－６－１に示すとおりである。 

搬出量 3,576 千トンのうち、県内で処理・処分された量は 2,628 千トン(73.5％)、県外

で処理・処分された量は 949 千トン(26.5％)となっており、搬出量の 74％が県内で処理・

処分されている。 

県内地域間の移動状況をみると、県内自地域内で処理・処分された量は 1,887 千トン(搬

出量の 52.8％)、県内他地域で処理・処分された量は 741 千トン(20.7％)となっている。 

表２－６－１ 産業廃棄物の移動状況（搬出量） 

 

 

図２－６－１ 地域間の移動状況（搬出量）  

（単位：千ｔ/年）

合計 広島地域
広島西地

域
呉地域 芸北地域

広島中央
地域

尾三地域
福山・府中

地域
備北地域

3,576 1,216 307 446 74 455 330 600 148
(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

自己最終処分量 2 0 0 0 0 0 1 1 0
委託中間処理量 3,352 1,151 304 385 72 445 321 528 146
委託直接最終処分量 222 65 4 61 1 10 8 71 2
その他量 1 0 0 0 0 0 0 0 0

1,887 942 70 93 44 167 179 278 113
(52.8%) (77.5%) (22.9%) (21.0%) (59.1%) (36.8%) (54.3%) (46.3%) (76.1%)

自己最終処分量 2 0 0 0 0 0 1 1 0
委託中間処理量 1,769 894 69 71 43 167 175 237 112
委託直接最終処分量 115 48 1 22 0 1 4 40 0
その他量 1 0 0 0 0 0 0 0 0

741 163 112 123 29 74 116 90 35
(20.7%) (13.4%) (36.3%) (27.6%) (38.8%) (16.3%) (35.2%) (14.9%) (23.4%)

自己最終処分量
委託中間処理量 668 147 110 110 28 71 112 58 33
委託直接最終処分量 73 16 2 13 1 3 5 31 2
その他量

949 111 125 229 1 213 35 233 1
(26.5%) (9.1%) (40.8%) (51.4%) (2.0%) (46.9%) (10.5%) (38.8%) (0.6%)

自己最終処分量
委託中間処理量 915 110 125 204 1 207 35 233 1
委託直接最終処分量 33 1 1 25 0 6 0 0 0
その他量

　　　　　　　　　　　　　　発生
処分

合
計
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0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

広島地域

広島西地域

呉地域

芸北地域

広島中央

地域

尾三地域

福山・府中

地域

備北地域

自地域内処理 県内他地域処理 県外処理



35 
 

２．委託された産業廃棄物の移動状況 

処理業者等で委託処理された産業廃棄物は、中間処理量が 3,352 千トン、直接最終処分

量が 222 千トンの計 3,574 千トンとなっている。この移動状況については、表２－６－

２、３、図２－６－２、３に示すとおりである。 

表２－６－２ 産業廃棄物の移動状況（委託中間処理量） 

 

 

 

図２－６－２ 地域間の移動状況（委託中間処理量） 

（単位：千ｔ/年）

合計 広島地域
広島西地

域
呉地域 芸北地域

広島中央
地域

尾三地域
福山・府中

地域
備北地域

3,352 1,231 263 294 108 534 249 548 126
自治体 3 1 0 0 0 0 2 0 0
処理業者 3,348 1,230 262 294 108 533 247 548 126

1,041 894 56 9 33 32 2 14 1
自治体 1 1
処理業者 1,040 893 56 9 33 32 2 14 1

179 89 69 0 3 17 0 1 0
自治体 0 0
処理業者 179 89 69 0 3 17 0 1 0

181 32 3 71 6 63 0 1 4
自治体 0 0
処理業者 181 32 3 71 6 63 0 1 4

71 15 2 1 43 5 0 1 3
自治体 0 0
処理業者 71 15 2 1 43 5 0 1 3

238 49 4 1 10 167 5 2 0
自治体 0 0
処理業者 238 49 4 1 10 167 5 2 0

286 14 1 4 5 33 175 55 0
自治体 2 2
処理業者 284 14 1 4 5 33 173 55 0

296 13 2 4 2 8 26 237 4
自治体 0 0
処理業者 295 13 2 4 2 8 26 237 4

145 14 1 0 4 1 7 5 112
自治体 0 0
処理業者 145 14 1 0 4 1 7 5 112

2,436 1,121 138 90 106 326 214 315 125
自治体 3 1 0 0 0 0 2 0 0
処理業者 2,433 1,120 138 90 106 326 213 315 125

915 110 125 204 1 207 35 233 1
自治体
処理業者 915 110 125 204 1 207 35 233 1
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福山・府中地域

広島中央地域

尾三地域

72.7%

26.4%

24.1%
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表２－６－３ 産業廃棄物の移動状況（委託直接最終処分量） 

 

 

 

図２－６－３ 地域間の移動状況（委託直接最終処分量） 

 

 

 

  

（単位：千ｔ/年）

合計 広島地域
広島西地

域
呉地域 芸北地域

広島中央
地域

尾三地域
福山・府中

地域
備北地域

222 91 14 51 0 12 4 50 0
自治体 0 0 0
処理業者 222 91 14 51 0 12 4 50 0

64 48 11 1 1 0 3
自治体
処理業者 64 48 11 1 1 0 3

3 0 1 1 0 1
自治体 0 0
処理業者 3 0 1 1 0 1

35 9 0 22 4 0 0
自治体
処理業者 35 9 0 22 4 0 0

1 1 0 0 0
自治体
処理業者 1 1 0 0 0

4 0 1 1 1 0 1
自治体
処理業者 4 0 1 1 1 0 1

8 0 0 0 4 4
自治体
処理業者 8 0 0 0 4 4

71 31 0 0 0 0 40
自治体 0 0
処理業者 71 31 0 0 0 0 40

2 0 0 0 0 0 2 0
自治体
処理業者 2 0 0 0 0 0 2 0

188 89 13 25 0 6 4 50 0
自治体 0 0 0
処理業者 188 89 13 25 0 6 4 50 0

33 1 1 25 0 6 0 0 0
自治体
処理業者 33 1 1 25 0 6 0 0 0
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第３章 産業廃棄物の推移と将来予測 
 

第１節 前回調査との比較  

１．発生状況の比較 

発生量を前回調査(平成 25 年度)と比較すると、図３－１－１～９に示すとおりであ

る。 

発生量は平成 25 年度に対して県全体で 0.3％増加している。廃棄物の種類では、鉱さ

い、木くず、廃プラスチック類が増加しており、汚泥は減少している。業種では、建設

業、農業・林業、電気・水道業で増加しており、鉱業、製造業が減少している。 

 
図３－３－３ 種類別発生量の比較 

 

項目 合計 燃え殻 汚泥 廃油 廃酸
廃

アルカリ
廃プラス
チック類

紙くず 木くず 繊維くず
動植物性

残さ

動物系
固形

不要物
ゴムくず 金属くず

ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ･陶磁

器くず
鉱さい がれき類 ばいじん

動物の
ふん尿

動物の
死体

その他産
業廃棄物

14,648 43 3,866 116 62 11 147 30 320 2 58 3 0 339 150 6,357 1,308 799 1,000 1 34

(100.0%) (0.3%) (26.4%) (0.8%) (0.4%) (0.1%) (1.0%) (0.2%) (2.2%) (0.0%) (0.4%) (0.0%) (0.0%) (2.3%) (1.0%) (43.4%) (8.9%) (5.5%) (6.8%) (0.0%) (0.2%)

14,692 38 3,530 101 61 26 198 27 455 4 40 2 0 278 172 6,527 1,344 798 1,051 3 38

(100.0%) (0.3%) (24.0%) (0.7%) (0.4%) (0.2%) (1.3%) (0.2%) (3.1%) (0.0%) (0.3%) (0.0%) (0.0%) (1.9%) (1.2%) (44.4%) (9.1%) (5.4%) (7.2%) (0.0%) (0.3%)

増減量 44 -5 -336 -15 -1 15 51 -4 135 3 -19 -2 0 -61 22 169 35 -1 50 1 5

増減率(%) 0.3 -11.7 -8.7 -13.0 -1.9 137.3 34.4 -11.8 42.4 177.3 -32.0 -51.1 94.4 -17.9 14.5 2.7 2.7 -0.2 5.0 127.2 13.7

平成25年度

平成30年度

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
(単位：千ｔ/年） 発生量 排出量

図 ３ － ３ － １  種 類 別 の 発 生

量 

図 ３ － ３ － ２  種 類 別 の 発 生

量 
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6,357 
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3,866 
(26.4%)
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1,308 
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1,000 
(6.8%)

ばいじん
799 

(5.5%)

木くず
320 

(2.2%)
その他

997 
(6.8%)

発生量
14,648
千ｔ/年

鉱さい

6,527 
(44.4%)

汚泥

3,530 
(24.0%)

がれき類

1,344 
(9.1%)

動物の

ふん尿
1,051 
(7.2%)

ばいじん
798 

(5.4%)

木くず

455 
(3.1%)

その他

987 
(6.7%)

発生量
14,692
千ｔ/年



38 
 

 

 

 
図３－３－６ 業種別発生量の比較 

 
 
 
 
 
 
 

製造業

9,121 
(62.3%)

電気・水道業

2,593 
(17.7%)

建設業

1,796 
(12.3%)

農業・林業

1,002 
(6.8%)

その他
136 

(0.9%)

発生量
14,648
千ｔ/年

製造業

9,100 
(61.9%)

電気・水道業

2,609 
(17.8%)

建設業

1,849 
(12.6%)

農業・林業

1,053 
(7.2%)

その他

80 
(0.5%)

発生量
14,692
千ｔ/年

項目 合計 農業・林業 漁業 鉱業 建設業 製造業 電気・水道業 情報通信業 運輸業 卸・小売業 学習支援業 医療・福祉 サービス業

14,648 1,002 0 56 1,796 9,121 2,593 5 8 28 1 17 22

(100.0%) (6.8%) (0.0%) (0.4%) (12.3%) (62.3%) (17.7%) (0.0%) (0.1%) (0.2%) (0.0%) (0.1%) (0.1%)

14,692 1,053 0 0 1,849 9,100 2,609 0 11 28 1 18 20

(100.0%) (7.2%) (0.0%) (0.0%) (12.6%) (61.9%) (17.8%) (0.0%) (0.1%) (0.2%) (0.0%) (0.1%) (0.1%)

増減量 44 51 0 -56 54 -21 16 -4 3 1 1 1 -2

増減率(%) 0.3 5.1 -54.9 -100.0 3.0 -0.2 0.6 -89.6 43.9 1.8 77.5 8.0 -7.3

平成25年度

平成30年度

0

1,000
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4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
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図 ３ － ３ － ４  業 種 別 の 発 生 量 

＜平成 25 年度＞ 

図 ３ － ３ － ５  業 種 別 の 発 生 量 

＜平成 30 年度＞ 
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図３－３－９ 地域別発生量の比較 
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広島中央
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14,648 2,406 801 2,592 423 835 744 6,271 576

(100.0%) (16.4%) (5.5%) (17.7%) (2.9%) (5.7%) (5.1%) (42.8%) (3.9%)

14,692 2,602 828 2,295 281 776 729 6,604 577

(100.0%) (17.7%) (5.6%) (15.6%) (1.9%) (5.3%) (5.0%) (44.9%) (3.9%)
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２．処理・処分状況の比較 

平成 30 年度の処理・処分状況を前回調査(平成 25 年度)と比較すると、表３－１－

１、図３－１－10～14 に示すとおりである。 

平成 25 年度以降、資源化率は 72.7％から 73.8％へ 1.1 ポイント増加しており、減量

化率は 24.8％から 23.9％へポイント 0.9 ポイント、最終処分率では 2.6％から 2.3％へ

0.3 ポイント減少している。 

 
表３－１－１ 処理・処分状況の推移 

 

 

 

図３－１－１０ 処理・処分状況の比較 

 
発生量の多い上位４種類：鉱さい、汚泥、がれき類、ばいじんの最終処分率（平成 25

年度→平成 30 年度）をみると、鉱さい（1％→1％）と汚泥（1％→1％）は同水準で推移

しているものの、ばいじん（4％→2％）は２ポイント減少しており、がれき類（7％→

10％）は 3 ポイントの増加となっている。 

また、最終処分率を業種別でみると、製造業（2％→2％）は同水準で推移、電気・水

道業（1％→0％）は 1 ポイント、建設業（10％→8％）は 2 ポイント減少している。 
 

  

（単位：千ｔ/年）

増減量 増減率(%)
14,648 (100.0%) 14,692 (100.0%) 44 0.3

資 源 化 量 10,645 (72.7%) 10,835 (73.8%) 190 1.8
減 量 化 量 3,627 (24.8%) 3,512 (23.9%) -116 -3.2
最終処分量 374 (2.6%) 344 (2.3%) -30 -7.9
そ の 他 量 2 (0.0%) 1 (0.0%) -1 -64.9

発 生 量
平成25年度 平成30年度項目

10,645 

10,835 

3,627 

3,512 

374 

344 2 

1 

14,648 

14,692 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000

平成25年度

平成30年度

(単位：千ｔ/年）

資源化量 減量化量 最終処分量 その他量
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表３－１－２ 種類別の発生量に対する処理・処分量の割合の推移 

 

 
表３－１－３ 業種別の発生量に対する処理・処分量の割合の推移 

 

  

資源化率の推移 （単位：%） 最終処分率の推移 （単位：%）
平成25年度 平成30年度 増減 平成25年度 平成30年度 増減

燃え殻 78 83 5 燃え殻 22 17 -5
汚泥 12 11 -1 汚泥 1 1 0
廃油 36 32 -4 廃油 1 2 1
廃酸 83 22 -61 廃酸 1 2 1
廃 アルカリ 34 7 -27 廃 アルカリ 2 1 -1
廃プラスチック類 55 65 10 廃プラスチック類 21 17 -4
紙くず 95 87 -8 紙くず 1 2 1
木くず 61 55 -6 木くず 1 3 2
繊維くず 65 73 8 繊維くず 6 3 -3
動植物性残さ 63 40 -23 動植物性残さ 0 0 0
動物系 固形 不要物 100 100 0 動物系 固形 不要物 0 0 0
ゴムくず 78 94 16 ゴムくず 14 6 -8
金属くず 98 98 0 金属くず 2 2 0
ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸﾘｰﾄ･陶磁器くず 53 74 21 ｶﾞﾗｽ･ｺﾝｸﾘｰﾄ･陶磁器くず 46 26 -20
鉱さい 99 99 0 鉱さい 1 1 0
がれき類 93 90 -3 がれき類 7 10 3
ばいじん 96 98 2 ばいじん 4 2 -2
動物の ふん尿 100 100 0 動物の ふん尿 0 0 0
動物の 死体 71 68 -3 動物の 死体 28 32 4
その他産業廃棄物 33 33 0 その他産業廃棄物 43 39 -4

資源化率の推移 （単位：%） 最終処分率の推移 （単位：%）
平成25年度 平成30年度 増減 平成25年度 平成30年度 増減

農業・林業 100 100 0 農業・林業 0 0 0
漁業 4 55 51 漁業 89 45 -44
鉱業 100 76 -24 鉱業 0 0 0
建設業 82 89 7 建設業 10 8 -2
製造業 82 83 1 製造業 2 2 0
電気・水道業 23 19 -4 電気・水道業 1 0 -1
情報通信業 100 83 -17 情報通信業 0 15 15
運輸業 69 66 -3 運輸業 13 25 12
卸・小売業 70 54 -16 卸・小売業 11 16 5
学習支援業 25 70 45 学習支援業 10 22 12
医療・福祉 47 13 -34 医療・福祉 42 12 -30
サービス業 64 57 -7 サービス業 6 12 6
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第２節 発生及び処理・処分状況の将来予測  

１．将来予測の方法 

産業廃棄物量の将来予測に当たっては、今後とも「大きな技術革新及び法律上の産業廃

棄物の分類に変更がなく、現時点における産業廃棄物の排出状況等と業種ごとの活動量指

標との関係は変わらない」ものと仮定して、調査した業種別の母集団（調査対象全体）に

おける将来の活動量指標を用いたＣ式によって予測することを原則とした。 

将来の活動量指標（Ｏ”）の予測は、過去の活動量指標の動向（トレンド）に対して数種

類の回帰式（直線式、修正指数曲線、対数関数曲線、べき乗曲線、ロジスティック曲線）

を当てはめる時系列解析により行い、適合度の高い回帰式を採用することとした。 

将来の活動量指標の算出方法、業種別産業廃棄物量等の将来予測の方法については、表

３－２－１、図３－２－１に示すとおりである。 

 

 

              Ｗ”：令和 1～7、12 年度の予測産業廃棄物量 

           Ｗ’：調査当該年度の推計産業廃棄物量 

               Ｏ”：令和 1～7、12 年度の母集団の活動量指標 

              Ｏ’：調査当該年度の母集団の活動量指標 

 

 
表３－２－１ 将来の活動量指標の算出方法等 

業種 
将来の活動量指標の算出方法等 

活動量指標 将来 使用データ年 使用した資料 

農業 

畜種別飼養頭羽数 

（動物のふん尿） 
予測値 平成 26 年～30 年 

畜産統計（農林水産省） 

広島県家畜飼養戸数及び頭羽数 

（広島県農林水産部） 

畜種別飼養頭羽数 

牛・豚の死亡頭数 

（動物の死体） 

予測値 

平成 26 年～30 年 
広島県家畜飼養戸数及び頭羽数 

（広島県農林水産部） 

平成 30 年度 
家畜共済加入牛・豚データ 

（広島県農業共済組合） 

田畑耕地面積 

（農業用廃プラス

チック類） 

予測値 平成 26 年～30 年 作物統計調査（農林水産省） 

林業 
従業者数 予測値 

平成 24 年、 

26 年、28 年 

経済センサス基礎及び活動活動調査 

（総務省統計局） 鉱業 

建設業 元請完成工事高 予測値 平成 26 年～30 年 建設工事施工統計調査報告（国土交通省） 

製造業 製造品出荷額等 予測値 平成 26 年～30 年 工業統計調査（経済産業省） 

電気・水道業 － 計画値 － アンケート調査結果 

情報通信業 

従業者数 予測値 
平成 24 年、 

26 年、28 年 

経済センサス基礎及び活動活動調査 

（総務省統計局） 
運輸業 

卸・小売業 

医療・福祉 病床数（病院） 予測値 平成 26 年～30 年 
医療施設(静態・動態)調査・病院報告の概況 

( 厚生労働省統計情報部 ） 

学習支援業 
従業者数 予測値 

平成 24 年、 

26 年、28 年 

経済センサス基礎及び活動活動調査 

（総務省統計局） サービス業 
注 1）元請完成工事高は、最新年度が平成 29 年度のため、平成 30 年度値は建築着工統計の伸び率を使用して推計した。 

注 2）製造品出荷額は、最新年度が平成 29 年度のため、平成 30 年度値は広島県鉱工業指数の伸び率を使用して推計した。 

注 3）電気・水道業については、アンケート調査により各事業所が回答した将来の計画値を用いるため、活動量指標は設定していない。 
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※1 建設工事施工統計、工業統計、経済センサスなどの各種統計報告書 

    産業大分類・中分類別に活動量指標を抽出 

※2 産業廃棄物実態調査結果（平成 30 年度実績） 

    Ｗ” ＝ Ａ×Ｏ”   Ｗ” ＝ 令和 1～7、12 年度の産業廃棄物量 

               Ａ  ＝ 平成 30 年度の産業廃棄物原単位 

               Ｏ” ＝ 令和 1～7、12 年度の活動量指標の予測値 

図３－２－１ 業種別産業廃棄物量の将来予測の方法 

  

①直線 式       ④べき乗 曲線  

②修正 指数 曲線  ⑤ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ曲線  

③対数 関数 曲線  
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２．発生量の将来予測 

発生量の将来予測は、廃棄物の種類では、がれき類が減少しているものの、鉱さい、

汚泥、ばいじんは減少傾向で推移し、がれき類、動物のふん尿は増加傾向で推移すると

見込まれる。 

業種でみると、製造業と電気・水道業は減少する傾向にあるが、建設業は増加傾向で

推移し、全体ではほぼ横ばい状態で推移するものと見込まれる。 

予測結果を種類別、業種別にみると、図３－２－２、３に示すとおりである。 

 

 

図３－２－２ 種類別発生量の将来予測の結果 

 

種類/年度 Ｈ25 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ12

6,357 6,527 6,458 6,435 6,412 6,391 6,370 6,350 6,330 6,240

(43.4%) (44.4%) (44.2%) (44.0%) (43.9%) (43.7%) (43.6%) (43.5%) (43.4%) (43.1%)

3,866 3,530 3,525 3,521 3,513 3,504 3,496 3,487 3,478 3,430

(26.4%) (24.0%) (24.1%) (24.1%) (24.0%) (24.0%) (23.9%) (23.9%) (23.9%) (23.7%)

1,308 1,344 1,342 1,364 1,382 1,397 1,410 1,420 1,429 1,455

(8.9%) (9.1%) (9.2%) (9.3%) (9.5%) (9.6%) (9.7%) (9.7%) (9.8%) (10.1%)

1,000 1,051 1,073 1,081 1,089 1,096 1,102 1,108 1,114 1,135

(6.8%) (7.2%) (7.3%) (7.4%) (7.5%) (7.5%) (7.6%) (7.6%) (7.6%) (7.8%)

799 798 771 770 768 765 762 760 758 747

(5.5%) (5.4%) (5.3%) (5.3%) (5.3%) (5.2%) (5.2%) (5.2%) (5.2%) (5.2%)

1,317 1,443 1,444 1,450 1,454 1,457 1,460 1,462 1,463 1,466

(9.0%) (9.8%) (9.9%) (9.9%) (9.9%) (10.0%) (10.0%) (10.0%) (10.0%) (10.1%)

14,648 14,692 14,613 14,621 14,618 14,610 14,600 14,587 14,571 14,473

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

その他の種類

合計

鉱さい

ばいじん

汚泥

がれき類

動物のふん尿

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000
(単位：千ｔ/年） 鉱さい 汚泥 がれき類 動物のふん尿 ばいじん その他の種類
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図３－２－３ 業種別発生量の将来予測の結果 

  

業種/年度 Ｈ25 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ12

9,121 9,100 9,027 8,998 8,970 8,943 8,917 8,891 8,867 8,755

(62.3%) (61.9%) (61.8%) (61.5%) (61.4%) (61.2%) (61.1%) (61.0%) (60.9%) (60.5%)

2,593 2,609 2,583 2,581 2,572 2,564 2,555 2,546 2,538 2,493

(17.7%) (17.8%) (17.7%) (17.7%) (17.6%) (17.5%) (17.5%) (17.5%) (17.4%) (17.2%)

1,796 1,849 1,848 1,879 1,904 1,926 1,944 1,959 1,971 2,009

(12.3%) (12.6%) (12.6%) (12.8%) (13.0%) (13.2%) (13.3%) (13.4%) (13.5%) (13.9%)

1,138 1,133 1,155 1,164 1,171 1,178 1,184 1,190 1,196 1,216

(7.8%) (7.7%) (7.9%) (8.0%) (8.0%) (8.1%) (8.1%) (8.2%) (8.2%) (8.4%)

14,648 14,692 14,613 14,621 14,618 14,610 14,600 14,587 14,571 14,473

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)
合計

製造業

電気・水道業

建設業

その他の業種

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000
(単位：千ｔ/年） 製造業 電気・水道業 建設業 その他の業種
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３．処理・処分状況の将来予測 

将来における処理・処分状況については、産業廃棄物に対する中間処理、再生利用、

最終処分等の処理体系が現状のまま今後も変わらないものと仮定して予測した。この予

測結果は、図３－２－４に示すとおりである。 

令和 7 年度の予測値をみると、発生量は 14,571 千トンで、資源化量は 10,767 千トン

(発生量に対し 73.9％)、中間処理による減量化量は 3,453 千トン(23.7％)、最終処分量

は 350 千トン(2.4％)となっている。 

 

図３－２－４ 処理・処分状況の将来予測 

  

Ｈ25 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ12

14,648 14,692 14,613 14,621 14,618 14,610 14,600 14,587 14,571 14,473

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

10,645 10,835 10,762 10,774 10,779 10,780 10,778 10,773 10,767 10,717

(72.7%) (73.8%) (73.6%) (73.7%) (73.7%) (73.8%) (73.8%) (73.9%) (73.9%) (74.0%)

3,627 3,512 3,508 3,502 3,492 3,482 3,473 3,463 3,453 3,404

(24.8%) (23.9%) (24.0%) (23.9%) (23.9%) (23.8%) (23.8%) (23.7%) (23.7%) (23.5%)

374 344 343 345 347 348 349 350 350 352

(2.6%) (2.3%) (2.3%) (2.4%) (2.4%) (2.4%) (2.4%) (2.4%) (2.4%) (2.4%)

2 1 1 1 1 1 1 1 1 1

(0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

年度

資源化量

減量化量

最終処分量

その他量

合計

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000
(単位：千ｔ/年） 資源化量 減量化量 最終処分量 その他量
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第４章 意識調査結果 
 

本章は、産業廃棄物の排出や処理量に関する調査と併せて実施した産業廃棄物に関する

取組や意識等についての調査結果を記載する。 

 

第１節 産業廃棄物について  

１．産業廃棄物の排出、処理処分等の将来見込み 

事業所での産業廃棄物の排出量、再生利用量、最終処分量の将来見込み（令和 5 年頃）

について、現状（平成３０年度）を基準として、どのようになると考えているか尋ねる

と、排出量における増加傾向（かなり増加+増加+やや増加）の割合は 11.5％、減少傾向

（かなり減少+減少+やや減少）の割合は 23.7％となっている。再生利用量に関しては、

増加傾向が 11.3％、減少傾向が 14.1％となっており、最終処分量に関しては、増加傾

向が 9.2％、減少傾向が 20.6％となっており全ての項目で減少が上回っている。（図４

－１－１） 

業種別にみると、建設業では、再生利用量における増加傾向（16.6％）が、減少傾向

（16.1％）を上回っている。また、多量排出事業者においても、再生利用量における増

加傾向（19.8％）が、減少傾向（17.7％）を上回っている。その他の業種では全業種と

同様に減少が上回っている。（図４－１－２～６） 

 

 

図４－１－１ 令和 5 年頃の増減見込み（全業種） 

5.2%

3.5%

4.3%

5.8%

3.2%

4.4%

12.8%

7.4%

11.9%

59.1%

61.7%

57.8%

8.7%

8.6%

6.9%

2.1%

1.9%

1.6%

0.6%

0.8%

0.7%

5.8%

13.0%

12.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

排出量

再生利用量

最終処分量

かなり減少（2割以上） 減少（1割） やや減少（数％程度） ほとんど変わらない

やや増加（数％程度） 増加（1割） かなり増加（2割以上） 無回答
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図４－１－２ 令和 5 年頃の増減見込み（建設業） 

 

 

図４－１－３ 令和 5 年頃の増減見込み（製造業） 

 

 

図４－１－４ 令和 5 年頃の増減見込み（電気・水道業） 

6.1%

4.9%

5.0%

6.9%

4.4%

5.1%

10.2%

6.8%

11.9%

58.7%

58.2%
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8.1%

11.2%
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1.4%

1.9%

1.7%

4.7%

9.1%

9.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

排出量

再生利用量

最終処分量

かなり減少（2割以上） 減少（1割） やや減少（数％程度） ほとんど変わらない

やや増加（数％程度） 増加（1割） かなり増加（2割以上） 無回答

5.3%

3.1%

4.7%

6.7%

3.1%

5.0%

15.2%

8.2%

13.3%

56.1%

61.8%

56.3%

9.2%

9.2%

7.3%

2.0%
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1.6%

0.3%
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0.4%

5.1%

12.4%

11.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

排出量

再生利用量

最終処分量

かなり減少（2割以上） 減少（1割） やや減少（数％程度） ほとんど変わらない

やや増加（数％程度） 増加（1割） かなり増加（2割以上） 無回答

2.6%

2.6%

2.6%

1.8%

1.8%

1.8%

12.3%

11.4%

12.3%
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64.9%
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8.8%
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8.8%
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1.8%

1.8%

0.9%

2.6%

7.0%

7.0%
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排出量

再生利用量

最終処分量

かなり減少（2割以上） 減少（1割） やや減少（数％程度） ほとんど変わらない

やや増加（数％程度） 増加（1割） かなり増加（2割以上） 無回答
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図４－１－５ 令和 5 年頃の増減見込み（その他の業種） 

 

 

図４－１－６ 令和 5 年頃の増減見込み（多量排出事業者） 

 

 

２．産業廃棄物の適正処理について 

（１）処理業者を選定する基準 

産業廃棄物の中間処理、最終処分（リサイクルを含む）を業者に委託する場合、どの

ような基準で業者を選定しているか尋ねると、「最終処分までの処理ルートが明確で透

明性の高い業者」が 38.0％と最も多くなっており、次いで「距離的に最も近い業者」

（35.3％）、「処理料金が安価な業者」（31.6％）の順となっている。（図４－１－７） 

業種別にみると、建設業と製造業では「距離的に最も近い業者」が最も多くなってい

る。（図４－１－８） 

4.7%

3.1%

3.5%

3.9%

2.5%

3.3%

11.6%

6.5%

9.9%

62.4%

63.8%

59.4%

8.5%

5.7%

6.8%

0.7%

0.7%

0.5%

0.4%

0.4%

0.4%

7.8%

17.3%

16.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

排出量

再生利用量

最終処分量

かなり減少（2割以上） 減少（1割） やや減少（数％程度） ほとんど変わらない

やや増加（数％程度） 増加（1割） かなり増加（2割以上） 無回答

3.8%

2.8%

2.8%

6.4%

3.3%

5.4%

20.3%

11.6%

21.0%

51.2%

58.7%

52.4%

13.9%

16.0%

11.1%

2.8%

2.8%

2.4%

0.9%

0.9%

1.2%

0.7%

3.8%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

排出量

再生利用量

最終処分量

かなり減少（2割以上） 減少（1割） やや減少（数％程度） ほとんど変わらない

やや増加（数％程度） 増加（1割） かなり増加（2割以上） 無回答
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図４－１－７ 処理業者を選定する基準（全業種） 

 

 

図４－１－８ 処理業者を選定する基準（業種別） 

35.3

31.6

16.7

16.8

9.0

38.0

5.1

7.8

4.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

距離的に最も近い業者

処理料金が安価な業者

多少料金は高くても確実にリサイクルできる業者

優良産廃処理業者認定制度の認定を受けた処理業者

電子マニフェストを導入している業者

最終処分までの処理ルートが明確で透明性の高い業者

公共が関与する処理施設

その他

無回答

(%)

回答事業所数ｎ=3563

51.7 

30.2 

19.8 

12.9 

11.5 

34.4 

5.9 

5.6 

2.3 

37.3 

31.8 

16.3 

17.0 

8.8 

35.8 

4.8 

7.7 

4.4 

29.8 

40.4 

21.1 

7.0 

3.5 

41.2 

6.1 

10.5 

6.1 

20.7 

31.4 

14.5 

20.3 

8.0 

43.3 

4.8 

9.5 

6.6 

39.9 

31.6 

25.5 

17.5 

16.0 

43.2 

5.0 

6.6 

0.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

距離的に最も近い業者

処理料金が安価な業者

多少料金は高くても確実にリサイクルできる業者

優良産廃処理業者認定制度の認定を受けた処理業者

電子マニフェストを導入している業者

最終処分までの処理ルートが明確で透明性の高い業者

公共が関与する処理施設

その他

無回答

建設業

製造業

電気・水道業

その他の業種

多量排出事業者

(%)
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（２）処理業者を確認する手法 

産業廃棄物の中間処理、最終処分（リサイクルを含む）を委託した業者の処理施設・

処理能力等をどのような手段で確認しているか尋ねると、「確認したことはない」が

38.5％と最も多くなっており、次いで「契約時及び定期的に現地に直接出向き、確認し

ている」（25.7％）、「写真、画像など別の手段で確認している」（13.5％）の順とな

っている。（図４－１－９） 

業種別にみると、建設業、電気・水道業及び多量排出事業者に関しては、「契約時及

び定期的に現地に直接出向き、確認している」が最も多くなっている。（図４－１－10） 

 

図４－１－９ 処理業者を確認する手法（全業種） 

 

 
図４－１－１０ 処理業者を確認する手法（業種別） 

25.7

9.2

13.5

38.5

7.0

6.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

契約時及び定期的に現地に直接出向き，確認している

処理業者を変更する際に現地に直接出向き，確認している

写真、画像など別の手段で確認している

確認したことはない

その他

無回答

(%)

回答事業所数ｎ=3563

37.0 

12.8 

15.9 

25.1 

5.9 

3.3 

23.7 

8.6 

11.5 

43.8 

6.5 

5.9 

57.9 

4.4 

7.0 

14.0 

6.1 

10.5 

16.6 

7.8 

15.0 

44.1 

8.9 

7.8 

56.6 

16.7 

13.0 

7.8 

4.5 

1.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

契約時及び定期的に現地に直接出向き，確認している

処理業者を変更する際に現地に直接出向き，確認してい
る

写真、画像など別の手段で確認している

確認したことはない

その他

無回答

建設業
製造業
電気・水道業
その他の業種
多量排出事業者

(%)
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３．廃プラスチック類について 

（１）廃プラスチック類の排出状況 

廃プラスチック類の排出状況では、60.8％の事業所で排出している。（図４－

１－１１） 

業種別では、電気・水道業で排出している割合が少なく、２割以下となってい

る。（図４－１－１２） 

 

 

図４－１－１１ 廃プラスチック類の排出状況（全業種） 

 

 

図４－１－１２ 廃プラスチック類の排出状況（業種別） 

 

  

排出している
2167

60.8%

排出していない
1291

36.2%

無回答
105

2.9%

回答事業所数ｎ=3563

64.9 

59.4 

19.3 

64.1 

76.4 

32.9 

37.8 

78.9 

32.2 

22.9 

2.3 

2.8 

1.8 

3.7 

0.7 

建設業

製造業

電気・水道業

その他の業種

多量排出事業者

0% 20% 40% 60% 80% 100%

排出している 排出していない 無回答
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（２）使用済プラスチック等の輸入禁止措置の影響 

排出している廃プラスチック類について、輸入禁止措置の影響があるかを尋ねると、

「特に影響はない」が 83.5％と 8 割を超えている。影響があった中で最も多い項目は、

「売却単価の引下げ、又は処理価格の値上げがあった」が 10.9％となっている。（図４

－１－１３） 

業種別にみると、全ての業種で「特に影響はない」が最も多くなっているが、建設業、

製造業及び多量排出事業者では、「売却単価の引下げ、又は処理価格の値上げがあった」

が全体より多くなっている。（図４－１－１４） 

 

 

図４－１－１３ 使用済プラスチック等の輸入禁止措置の影響（全業種） 

83.5

10.9

4.2

2.8

2.6

0.9

0.1

0.1

1.1

1.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

特に影響はない

売却単価の引下げ，又は処理価格の値上げがあった

有価売却から廃棄物処理に切り替えなければならなかった

品質の厳格化（混合物の除去，洗浄必須等）を求められた

受入先による受入制限があった

保管量が増加した

輸出先を中国から他国へ切り替えなければならなかった

委託先を海外から国内へ切り替えなければならなかった

その他

無回答

(%)

回答事業所数ｎ=2167
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図４－１－１４ 使用済プラスチック等の輸入禁止措置の影響（業種別） 

 

 

 

（３）輸入禁止措置の影響を受けている廃プラスチック類の性状と影響量 

輸入禁止措置の影響を受けている廃プラスチック類の性状はどのようなもので、影響

を受けている廃プラスチック類の量は１月あたりどれくらいかを尋ねると、最も多く影

響を受けている性状は「使用済み容器等」（52 事業所）となっており、「金属等との混

合物」（44 事業所）、「包装フィルム」（43 事業所）も多くなっている。 

影響を受けている量は全ての性状で 100ｔ未満が最も多くなっている。 

 

  

84.2 

11.2 

1.3 

2.6 

3.9 

0.4 

0.0 

0.0 

1.3 

1.1 

78.0 

13.9 

8.6 

4.6 

3.2 

1.7 

0.2 

0.2 

0.8 

1.4 

95.5 

4.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

89.6 

7.0 

0.9 

0.7 

1.0 

0.3 

0.0 

0.0 

1.4 

0.7 

80.6 

13.9 

5.6 

3.7 

4.6 

1.5 

0.0 

0.0 

0.0 

1.9 

0.0 50.0 100.0 150.0

特に影響はない

売却単価の引下げ，又は処理価格の値上げがあった

有価売却から廃棄物処理に切り替えなければならなかった

品質の厳格化（混合物の除去，洗浄必須等）を求められた

受入先による受入制限があった

保管量が増加した

輸出先を中国から他国へ切り替えなければならなかった

委託先を海外から国内へ切り替えなければならなかった

その他

無回答

建設業

製造業

電気・水道業

その他の業種

多量排出事業者

(%)
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表４－１－１ 影響を受けている廃プラスチック類の性状と影響量 

 

 

  

100ｔ未満
100トン以上
500トン未満

500トン以上
1000トン未満

1000トン以上 無回答

使用済み容器等 52 98.1% 0.0% 1.9% 0.0% 0.0%
金属等との混合物 44 97.7% 2.3% 0.0% 0.0% 0.0%
包装フィルム等 43 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
加工くず 37 97.3% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0%
製品くず 29 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
ビニール類 16 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
塩ビ製品 15 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
ＰＰバンド等 13 84.6% 0.0% 7.7% 7.7% 0.0%
梱包材等 13 92.3% 0.0% 7.7% 0.0% 0.0%
パレット 10 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
発泡スチロール 6 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
アクリル 5 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
合成繊維 5 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
ペットボトル 4 75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0%
熱可塑性樹脂 3 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
フレコンバッグ 3 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
シュレッダーダスト 2 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
その他 40 97.5% 0.0% 0.0% 0.0% 2.5%

影響を受けている量（1月あたり）回答事
業所数

性状
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４．産業廃棄物の排出抑制、循環的利用状況 

（１）排出抑制やリサイクルの取組状況 

現在、産業廃棄物・副産物等の排出抑制やリサイクルに取り組んでいるか尋ね

ると、「他社（リサイクル業者等）に委託している」が 39.6％と最も多くなって

おり、次いで「取り組んでいない（今後も取り組む予定はない）」（26.3％）、

「自社で取り組んでいる」（14.7％）の順となっている。（図４－１－１５） 

業種別では、その他の業種で「取り組んでいない（今後も取り組む予定はない）」

の割合が高く３割を超えている。 

 

図４－１－１５ 排出抑制やリサイクルの取組状況（全業種） 

 

 
図４－１－１６ 排出抑制やリサイクルの取組状況（業種別）  

14.7

39.6

8.3

5.8

26.3

5.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

自社で取り組んでいる

他社（リサイクル業者等）に委託している

自社、他社両方で取り組んでいる

今後取り組む予定（現在は取り組んでいない）

取り組んでいない（今後も取り組む予定はない）

無回答

(%)

回答事業所数ｎ=3563

11.4 

44.9 

10.9 

6.5 

22.9 

3.5 

19.3 

37.6 

9.5 

5.2 

23.4 

5.1 

9.6 

59.6 

3.5 

2.6 

20.2 

4.4 

11.5 

36.1 

5.2 

6.4 

33.5 

7.3 

21.2 

48.6 

13.2 

3.8 

11.6 

1.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

自社で取り組んでいる

他社（リサイクル業者等）に委託している

自社、他社両方で取り組んでいる

今後取り組む予定（現在は取り組んでいない）

取り組んでいない（今後も取り組む予定はない）

無回答

建設業
製造業
電気・水道業
その他の業種
多量排出事業者

(%)
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（２）排出抑制やリサイクルに取組んでいない理由 

（１）で取り組んでいないと回答のあった事業所に、取り組んでいない理由を

尋ねると、「リサイクル製品・素材等の需要がない」が 42.8％と最も多くなって

おり、次いで「分別が難しくリサイクルが困難なので、処分（焼却、埋立）する

しかない」（18.2％）、「循環的利用に取り組む人材（余裕）がない」（17.3％）

の順となっている。（図４－１－１７） 

業種別では、多量排出事業者で「循環的利用に取り組む人材（余裕）がない」

が 26.5％と最も多くなっている。（図４－１－１８） 

 

 

図４－１－１７ 排出抑制やリサイクルの取組状況（全業種） 

 

42.8

6.9

18.2

10.0

2.2

6.0

9.2

17.3

16.9

2.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

リサイクル製品・素材等の需要がない

有害物質を含有しているため、リサイクルが困難である

分別が難しくリサイクルが困難なので、
処分（焼却、埋立）するしかない

発生量が少ないため、リサイクル業者が引き取らない

循環的利用は可能だが、設備改造等
に要する費用の負担が大きい

処分コストに比べ、リサイクルコストが高い

循環的利用に関する情報
（リサイクルルート、技術開発等）がない

循環的利用に取り組む人材（余裕）がない

その他

無回答

(%)

回答事業所数ｎ=936
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図４－１－１８ 排出抑制やリサイクルの取組状況（業種別） 
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リサイクル製品・素材等の需要がない

有害物質を含有しているため、リサイクルが困難である

分別が難しくリサイクルが困難なので、処分（焼却、埋
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発生量が少ないため、リサイクル業者が引き取らない

循環的利用は可能だが、設備改造等に要する費用の負担
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処分コストに比べ、リサイクルコストが高い

循環的利用に関する情報（リサイクルルート、技術開発
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循環的利用に取り組む人材（余裕）がない

その他

無回答

建設業

製造業

電気・水道業

その他の業種

多量排出事業者

(%)
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（３）リサイクルができない産業廃棄物の種類 

事業所から排出される産業廃棄物で、リサイクルを行いたいのにできていない

廃棄物の種類とその理由を尋ねると、388 事業所の回答があり、「廃プラスチッ

ク類」が 90 事業所と最も多くなっており、次いで「ガラスくず等」（48 事業所）、

「汚泥」（36 事業所）の順となっている。 

「廃プラスチック類」のリサイクルができない理由では、「汚れている」「リ

サイクル業者がみつからない」等が多くなっている。 

「ガラスくず等」のリサイクルができない理由では、「コストが高い」「リサ

イクル業者がみつからない」等が多くなっている。 

「汚泥」のリサイクルができない理由では、「リサイクル業者が近くにない、

みつからない」等が多くなっている。 

 

表４－１－２ リサイクルができない産業廃棄物の種類 

 

 

 

  

燃え殻 2

汚泥 36

廃油 25

廃酸 3

廃アルカリ 1

廃プラスチック類 90

紙くず 11

木くず 22

繊維くず 8

動植物性残渣 8

動物系固形不要物 1

ゴムくず 5

金属くず 19

ガラスくず等 48

鉱さい 15

がれき類 17

水銀含有産業廃棄物 1

水銀使用製品産業廃棄物 5

感染性産業廃棄物 6

特別管理産業廃棄物（感染性廃棄物以外） 2

混合廃棄物 33

石綿含有産業廃棄物 2

廃石綿 2

その他 26

合計 388

廃棄物の種類
回答事
業所数
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（４）今後５年間に新規又は更新する施設の有無 

今後５年間において、リサイクル施設の新規設置又は更新を検討しているかを

尋ねると、30 事業所から回答があり、廃プラスチック類関係施設（選別・圧縮・

減容等）が多くなっている。 

 

表４－１－３ 今後５年間に新規又は更新する施設一覧 

 

  

新規・更新施設 時期 業種
石膏ボード 3～5年後 建設業
廃プラ、有機物等の分解装置 2020年（許可が出れば） 建設業
廃プラの選別施設 すぐにでも 建設業
木くず、破砕、石こうボード破砕 1年後 建設業
木くずの破砕 未定 建設業
工場からの廃液処理装置 2020年上半期にて検討中 製造業
発泡スチロール減容機 一年以内 製造業
鋳物砂再生装置 2021年、更新予定 製造業
プレナーくずの収集タンク R1年、12月頃 製造業
紙管くずと廃プラのRPF他 不明 製造業
ロータリーキルン型乾燥機 1～2年以内 製造業
堆肥化。畑に入れなくともゴミの減量にはつながる。 すぐに導入したいが、コスト高 製造業
廃プラの選別施設 ５年以内を目途に 製造業
電動缶つぶし機 未定 製造業
廃プラ破砕機導入 ２年以内の予定 製造業
廃プラの圧縮機 2～3年度 製造業
廃プラの選別施設 - 製造業
PPF燃料樹脂 未定 製造業
ウレタンフォーム 2020年7～8月頃 製造業
紙の再生 2年後位 製造業
再生ペレット製造装置 10月 製造業
ペーパースラッジ乾燥設備の煙突の更新 令和2年度1月～3月 製造業
鋳砂を人工砂（セラミック）にする 段階的に珪砂が粉体になるまで、約6ヶ月 製造業
廃プラ固形燃料化施設 固形燃料にする装置　　まだ検討の段階で時期未定 製造業
カキ殻の分別施設 再来年 製造業
廃棄物の選別施設（現在、仕様検討中） 2020年5月1日 製造業
溶剤回収装置 これから検討を始める 製造業
押出し機の老朽更新 ２０２１年度に実施予定 製造業
焼成炉（燃え殻等） 未定 その他業種
発泡スチロール　溶解機 １０月頃 その他業種
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第２節 事業系一般廃棄物について  

１．事業系一般廃棄物の排出の将来見込み 

事業所での事業系一般廃棄物の排出量、再生利用量、最終処分量の将来見込み（令和

5 年頃）について、現状（平成３０年度）を基準として、どのようになると考えている

か尋ねると、一般廃棄物全体における増加傾向（かなり増加+増加+やや増加）の割合は

9.3％、減少傾向（かなり減少+減少+やや減少）の割合は 15.8％となっている。紙ごみ

に関しては、増加傾向が 7.9％、減少傾向が 20.9％となっている。 

 

図４－２－１ 令和 5 年頃の増減見込み 

 

 

２．事業系一般廃棄物の減量化・再資源化について 

（１）減量化・再資源化を進める上での課題 

事業系一般廃棄物の減量化・再資源化を進める上での課題を一般廃棄物全体と紙ごみ

それぞれに尋ねると、一般廃棄物全体では、「取組にコスト・時間がかかる（経済的な

メリットが得られない）」が 30.2％と最も多くなっており、次いで「リサイクルできそ

うな物がほとんどない」（27.7％）、「減量化・再資源化に関する問題意識があまり高

まっていない」（21.3％）の順となっている。また、紙ごみでは、「（紙ごみについて）

機密文書が多くリサイクルできない」が 23.6％と最も多くなっており、次いで「取組に

コスト・時間がかかる（経済的なメリットが得られない）」（20.2％）、「減量化・再

資源化に関する問題意識があまり高まっていない」（16.1％）の順となっている。 
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3.1%

5.0%
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11.4%

66.8%

60.8%
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5.6%

1.5%

1.0%

1.5%

1.3%

8.0%

10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般廃棄物全体

紙ごみ

かなり減少（2割以上） 減少（1割） やや減少（数％程度） ほとんど変わらない
やや増加（数％程度） 増加（1割） かなり増加（2割以上） 無回答
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図４－２－２ 減量化・再資源化を進める上での課題 

 

（２）減量化・再資源化を推進するため行政が力をいれるべきこと 

事業系一般廃棄物の減量化・再資源化を推進するため、県・市町はどのようなことに

力を入れていく必要があると思うか尋ねると、「他の事業所で行われているリサイクル

の方法の紹介」が 36.9％と最も多くなっており、次いで「リサイクル業者に関する情報

提供」（36.5％）、「市町による事業系一般廃棄物の資源ごみの分別収集の実施」（27.9％）

の順となっている。 

 
図４－２－３ 減量化・再資源化を推進するため行政が力をいれるべきこと 
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その他

無回答
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(%)
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生ごみや草・枝の堆肥化等，新しいリサイクル事業の展開

事業者間で情報交換や取組の意見交換ができる懇談会など
の実施

ごみ減量・リサイクルに係る講習会の開催

環境に配慮した製品や事業所への支援・情報発信

その他

無回答

(%)

回答事業所数ｎ=3563
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３．食品ロスの減量化等について 

（１）食品の廃棄状況 

現在、仕入れ又は販売している食品のうち、期限切れや見込による余剰などにより、

販売等ができずどれくらいの割合を廃棄しているか尋ねると、「廃棄していない」が

46.2％と半数近くを占めており、「5％未満」が 47.8％となっている。 

また、以前と比較した増減では、「ほとんど変わらない」が 54.7％と半数を超えてい

る。 

  

図４－２－４ 食品の廃棄状況     図４－２－５ 以前と比較した増減 

 

（２）廃棄食品等の減量化・再資源化・再利用の取組状況 

現在、廃棄食品や生ごみ（食品残さ）の減量化・再資源化・再利用に取り組んでいる

か尋ねると、「特に取り組んでいない」が 48.8％と最も多くなっており、次いで「需要

予測の精度を上げて、廃棄する食品量の減少を図っている」（31.2％）、「バラ売りや

小袋、少量メニュー等を提供している」（15.3％）の順となっている。 

 

図４－２－６ 廃棄食品等の減量化・再資源化・再利用の取組状況 
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（３）廃棄食品等の減量化・再資源化・再利用に取組むための課題 

廃棄食品や生ごみ（食品残さ）の減量化・再資源化・再利用に取り組む上での課題に

ついて尋ねると、「取組に時間がかかる」が 29.6％と最も多くなっており、次いで「リ

サイクルできそうな物がほとんどない」（28.4％）、「廃棄食品の削減を行っても経済

的なメリットが無い」（23.8％）の順となっている。 

 

 

図４－２－７ 廃棄食品等の減量化・再資源化・再利用に取組むための課題 
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